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第Ⅱ章 開発許可の手続き 

 

１ 要綱に基づく事前の協議（要綱第８条） 

要綱第８条（市長との事前協議）  

 開発行為者は，当該開発行為に着手する前に，開発計画について市長と協議をしなければならない。 

２ 前項の場合において，都市計画区域外で開発行為を行う開発行為者は，市長が必要と認める場合に

は，当該開発行為について市長と協定を締結するものとする。  

本市では，法第３２条に基づく協議のほかに開発指導要綱による協議をあらかじめ行うこととしている。

開発指導要綱による事前協議先は，開発行為の位置，規模，予定建築物の用途等による。  

 

公共施設等の事前協議担当部局（本市関係）  

内       容 

協 議 先 

規模等の 

要件 
担 当 課 

道  路 ・新設する道路を市に帰属する場

合 

・開発区域に建築基準法４２条１

項１号道路が接する場合  

1ha 以上 建設局道路部道路管理課  

1ha 未満 各区建設部道路課  

※宮城総合支所管内は宮城総合支所道路課  

※秋保総合支所管内は秋保総合支所建設課  

・開発区域内に既存の建築基準法

による道路※がある場合 

・開発区域に建築基準法による道

路※が接する場合  

（※幅員４ｍ以上の１項１号道

路を除く）  

 各区建設部街並み形成課  

河川，水路，調整

池，下水道  

・河川へ放流する場合の決定，こ

れに伴う改修  

・新たに排水施設を設置する場合 

・下水道処理区域内で開発行為を

行う場合 

 河川（本市の管理する一級及び二級河川，

準用河川，普通河川（他課の所管に属する

ものを除く。）），市街化区域外の調整池  

建設局下水道建設部河川課  

 汚水施設，市街化区域内の調整池及び雨

水排水施設（他課の所管に属するものを

除く。） 

建設局下水道建設部下水道計画課  

 排水を下水道以外の水路等に放流する場

合の放流水の水質（雨水，生活排水および

農業用利水に係る内容を除く。）  

環境局環境部環境対策課  
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農業用用排水路  ・農業用用排水路へ放流する場合 

・農業用用排水路の整備がある場

合 

 経済局農林部農業土木課 

  排水を下水道以外の水路等に放流する場

合の放流水の水質（雨水，生活排水および

農業用利水に係る内容を除く。） 

環境局環境部環境対策課  

公園 ・公園の整備が伴う場合又は予定

建築物が工場，店舗，事業所等

で緑地を整備する場合  

1ha 以上 建設局百年の杜推進部公園管理課 

1ha 未満 各区建設部公園課  

※宮城総合支所管内は宮城総合支所公園課  

※秋保総合支所管内は秋保総合支所建設課  

緑 地 ・５ha 以上の樹林地の開発行為

で緑地を整備する場合  

 建設局百年の杜推進部公園管理課 

法定外公共物  ・法定外公共物（里道，水路等）

が開発区域に含まれる場合又

は境界確定しない状態で接す

る場合 

・法定外公共物の使用許可が必要

な場合 

1ha 以上 財政局理財部財産管理課  

1ha 未満 各区建設部公園課  

なお，事前協議終了後の法第３２条同意は

財政局理財部財産管理課が担当。使用許可

は各区建設部公園課（※）が担当。  

※宮城総合支所管内は宮城総合支所公園課  

※秋保総合支所管内は秋保総合支所建設課  

消防水利施設等  ・開発区域内の消防活動に必要な

水利施設が十分でない場合  

・開発区域内の予定建築物が４階

以上の場合  

・その他必要と思われる場合  

 消防局警防部警防課  

都市計画施設  

及び地区計画  

・都市計画施設用地（都市計画道

路を除く）が開発区域に含まれ

る場合又は接する場合  

・開発区域に地区計画が定められ

ている場合  

 

 

 都市整備局計画部都市計画課  

都市計画道路  ・都市計画道路の計画がある場

合 

 都市計画道路の区域の確認  

各区建設部街並み形成課  

協議窓口の調整  

建設局道路部道路計画課  

清掃施設 ・ごみ集積所の整備がある場合  青葉区 青葉環境事業所  

宮城野区 宮城野環境事業所  

若林区 若林環境事業所  

太白区 太白環境事業所  

泉区 泉環境事業所  
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水道施設 ・水道施設の整備又は新たに給

水を必要とする場合  

 水道局給水部給水装置課  

文化財 ・埋蔵文化財包蔵地及び指定・登

録文化財が開発区域に含まれ

る場合又は近接している場合  

・開発区域の面積が１ha 以上の

場合 

 教育局生涯学習部文化財課  

土地区画整理  ・開発区域が土地区画整理事業予

定地に含まれる場合  

・開発区域が組合施行の土地区画

整理事業区域に接する場合  

 都市整備局市街地整備部 

市街地整備課  

地下鉄沿線まちづくり課  

都心まちづくり課  

都市ガス ・都市ガス及び集中プロパン等の

整備計画など新たにガスを敷

設する場合  

 ガス局供給部供給企画課  

公益施設用地  ・住宅等の建築を目的とした開発

行為で，公益施設用地の提供が

ある場合 

1ha以上 都市整備局建築宅地部開発調整課におい

て受入先を調整  

予定建築物  ・予定建築物に関する建築基準法

等の適否について  

 各区建設部街並み形成課  

・予定建築物が戸建住宅であり，

戸数が 50 戸以上の場合 

 都市整備局公共建築住宅部住宅政策課  

その他 ・開発区域の面積が 40ha 以上の

場合 

・バス運行上支障があると思われ

る場合 

 交通局自動車部輸送課  

・開発区域に住居表示実施地区が

含まれ，街区の形状が大きく変

わる可能性がある場合  

・開発区域内に町界や字界が存在

する場合 

 市民局区政部戸籍住民課 

 

※ 開発許可後又は開発指導要綱による協定締結後の変更について  

設計内容に変更が生じる場合には，変更が生じる部分の工事に着手する前に，変更事前協議が必要となる。

ただし，設計内容の変更のうち，宅地の地盤高の変更や擁壁の種別の変更等，公共・公益施設の内容に変更

が生じないものであって，あらかじめ関係各課の確認が取れたことを市長が認めたものについては，この限

りではない。  

                〔2204〕                                                        



Ⅱ－4 

開発許可に際して同意・協議を必要とする本市以外の関係機関  

区          分 協議先又は関係機関  

直轄国道（ 4 号，45 号，48 号） 東北地方整備局各国道維持出張所  

河川（本市管理以外の一級及び二級河川）  
東北地方整備局名取川出張所  

宮城県仙台土木事務所  

農業用用排水路  各土地改良区・水利組合や協議会等の水利権者 

 

都市計画法以外の関係法令に基づく相談の協議先又は関係機関（開発許可に際して同意・協議は要さない

が，開発行為者の責により手続きを要する条件の詳細を確認し必要な手続きを行うこと） 

法令又は規則等 手続きを要する条件の概要 協議先又は関係機関 

宅地造成等規制法※ 宅地造成工事規制区域内で土地の形質の変更

を行う場合は市長の許可を要する 

都市整備局建築宅地

部開発調整課 

杜の都の風土を守る土地利用調整

条例 

市街化調整区域，都市計画区域外で一定規模

以上の開発行為や建築行為を行う場合は市長

との協定締結を要する  

・砂防法 

・地すべり等防止法  

・急傾斜地の崩壊による災害の防

止に関する法律  

・土砂災害警戒区域等における土

砂災害防止対策の推進に関する

法律 

・砂防指定地  

・地すべり防止区域  

・急傾斜地崩壊危険区域  

・土砂災害特別警戒区域  

 

上記区域を含む場合は県知事の許可を要する  

宮城県仙台土木事務

所 

宮城県自然環境保全条例  県自然環境保全地域又は緑地環境保全地域を

含む場合は県知事の許可若しくは届出を要す

る 

宮城県環境生活部自

然保護課 

 

宮城県大規模開発行為に関する指

導要綱 

造成面積が 20ha を超える場合は県知事との

協議を要する  

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の  

適正化に関する法律  

鳥獣保護区特別保護地区を含む場合は県知事

の許可を要する  

森林法 地域森林計画の対象

となっている民有林

（保安林等を除く）を

含む場合は県知事の

許可又は市長への届

出を要する  

1.0ha を超える 

太陽光発電施設設置

の場合は 0.5ha を超

える 

1.0ha 以下 

太陽光発電施設設置

の場合は 0.5ha 以下 

経済局農林部農林企

画課 

農地法 ・市街化区域内の土地で農地転用を行う場合

は市長の許可又は届出を要する 

・市街化区域以外の土地で 4ha 以下の農地転

用を行う場合は仙台市農業委員会会長の許

農業委員会事務局事

務課 
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可を要する  

・市街化区域以外の土地で 4ha を超える農地

転用を行う場合は宮城県知事の許可を要す

る 

農業振興地域の整備に関する法律  農用地区域を含む場合は農用地利用計画の変

更手続きを要する  

経済局農林部農林企

画課 

杜の都の風土を育む景観条例  ・景観計画区域内において，届出対象規模の

建築物の建築等や工作物の建設等を行う場

合には，市長への届出を要する 

・景観地区内において，建築物の建築等を行

う場合には，市長の認定を要する 

都市整備局計画部都

市景観課 

都市再生特別措置法（立地適正化計

画） 

・居住誘導区域以外の区域において，住宅の

建築を目的とした開発行為を行う場合  

・誘導施設の建築を目的とした開発行為を行

う場合 

都市整備局計画部都

市計画課 

浄化槽法 浄化槽の設置又は構造・規模の変更を行う場

合は市長への届出を要する 

建設局下水道管理部

下水道調整課 

都市緑地法 特別緑地保全地区を含む場合は市長の許可を

要する 

建設局百年の杜推進

部百年の杜推進課 

杜の都の環境をつくる条例  ・戸建て住宅及び自己の住居の用に供する建

築物以外の建築を目的とした開発行為を行

う場合は市長への緑化計画書の提出を要す

る 

・保存緑地が含まれる場合には市長への届出

を要する 

・保存樹木および保存樹林が含まれる場合に

は事前相談すること。なお，樹木保存区域

内行為は市長への届出を要する  

風致地区内における建築物の規制

に関する条例  

風致地区が含まれる場合は市長の許可を要す

る 

広瀬川の清流を守る条例  環境保全区域を含む場合又は水質保全区域に

工場等を設置し，広瀬川への排水を行う場合

は市長の許可を要する  

建設局百年の杜推進

部百年の杜推進課  

環境局環境部環境対

策課 

仙台市環境影響評価条例  条例施行規則別表第 1 に該当する造成等を行

う場合は環境影響評価に関する手続き及び事

後調査に関する手続きを実施し，市長へ提出

する必要がある。  

環境局環境部環境企

画課 

仙台市太陽光発電事業の健全かつ

適正な導入，運用等の促進に関する

条例 

出力 20kW 以上の太陽光発電施設を設置する

場合は市長の許可又は届出を要する  
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墓地，埋葬等に関する法律 墓地，納骨堂又は火葬場を新設，変更，廃止

する場合は市長の許可を要する 

健康福祉局保健衛生

部保健管理課 

輸送・物流関係法令施設  開発区域の面積が 40ha 以上の場合は国土交

通大臣との協議を要する  

東北運輸局 

ひとにやさしいまちづくり条例  条例で定める公益的施設のうち特に整備が必

要な施設を建築する場合は市長への届出を要

する 

健康福祉局地域福祉

部社会課 

土壌汚染対策法  3,000 ㎡以上（有害物質使用特定施設が設置

されている工場・事業所の敷地は 900 ㎡以上）

の土地の形質の変更を行う場合は市長への届

出を要する  

環境局環境部環境対

策課 

廃棄物の処理及び清掃に関する法

律 

産業廃棄物の中間処理又は最終処分場を設置

する場合は市長の許可を要する 

環境局資源循環部事

業ごみ減量課 

使用済自動車の再資源化等に関す

る法律 

使用済み自動車の解体・破砕業に係る施設を

設置する場合は市長の許可を要する 

宮城県防災調整池設置指導要綱（開

発区域が 10ha 以上の場合）  

防災調整池を設置する場合で直轄河川に直接

放流する場合は国土交通大臣との協議を要す

る 

東北地方整備局仙台

河川国道事務所 

防災調整池を設置する場合で直轄河川以外に

放流する場合は知事との協議を要する  

宮城県土木部河川課  

無電柱化の推進に関する法律  

道路法施行規則  

市に帰属する道路において

電柱の設置を行う場合は市

長との協議を要する  

 

 

1ha 以上 

 

建設局道路部道路管

理課 

1ha 未満 各区建設部道路課  

※宮城総合支所管内

は宮城総合支所道路

課  

※秋保総合支所管内

は秋保総合支所建設

課 

特定都市河川浸水被害対策法  区域内に特定都市河川流域

を含む場合  

市街化区域  建設局下水道建設部  

下水道計画課  

市街化区域外  建設局下水道建設部  

河川課 

※宅地造成工事規制区域内で行う開発行為に関して開発許可（法第３４条の２に規定する協議の成立により

許可を受けたものとみなす場合を含む。）を受ける場合は，宅地造成に関する工事の許可は不要になります。 
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 開発行為事前協議及び開発行為許可申請（法第２９条）添付図書 ※□印は事前協議の添付図書  

番号 添 付 書 類  適用 備   考  様 式  

1 開発行為許可申請書（開発行為事前協議願書） □  
様式第11－1号 

（様式第1号） 

2 設計説明書  □ 
工区分けを行う場合は土地利

用一覧表を添付すること  
様式第2,3,12号 

3 資金計画書   申請者の資力，信用と同じ  様式第13号 

4 協議一覧表    様式第15号 

5 既存の公共施設管理者の同意  法第32条（許可申請時添付） 様式第6号 

6 新設公共施設等管理予定者との協議書  法第32条（許可申請時添付） 様式第6号 

7 
開発区域内の土地又はその土地に有る工作物に関

する調書 
  様式第5号 

8 権利の同意書（印鑑証明書添付）    様式第14号 

9 開発区域内となる土地の登記事項証明書  □   

10 公図の写し（転写年月日・転写者記名） □ 

開発区域及び隣接する土地に関す

る詳細（配置状況，地目，地積，所

有者）をＡ３判一枚に取りまとめ

たもの  

 

11 設計者の資格証明に関する書類  □ 

・１ha以上（法第31条参照 ) 

・宅地造成工事規制区域の場

合（※１）  

様式第4号 

12 
申請者住民票，法人登記事項証明書   

（市規則第３条第２号参照） 
 

工事施行者住民票，法人登記事項証明書    

13 

申請者資力

及び信用に

関する書類 

法 

人 

法人税の納税証明書※２   

（市規則第３条第３  

号参照）  

ただし，自己用住宅又は面積

１ ha未満の自己の業務の用

に供する建築物等を目的で

行う開発行為を除く。  

 

市税の滞納がないこと  

の証明書 
 

事業経歴書   

個 

人 

所得税の納税証明書   

市税の滞納がないこと  

の証明書 
 

事業経歴書   

14 

工事施行者

の能力に関

する書類 

事業経歴書   
（市規則第３条第３号参照） 

ただし，自己用住宅又は面積

１ ha未満の自己の業務の用

に供する建築物等を目的で

行う開発行為を除く。  

 

建設業登録の写し  

又は証明書  
 

15 委任状（印鑑証明書添付）  □   

16 土地境界確定協議書の写し  □ （官地に接する場合）   

17 開発抑制区域に関する書類  □ 

（細則第２条参照）  

開発抑制区域に関する書類一

覧の資料を添付  

 

18 その他市長が必要と認める書類 □ ※３  
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※１  高さが５ｍを超える擁壁の設置を行う場合，又は切土・盛土の面積が1,500㎡を超える土地における

排水施設の設置を行う場合は，宅地造成等規制法施行令第17条に規定する設計者の資格に関する証明

書類が必要である。 

※２ 法人税の納税証明書は法人税の前事業年度における納付済額を証する書面を添付すること。なお，納

税証明書（その1）は電子交付によるものでもよい。 

※３ 事前協議にあたり，周辺の住民へ説明した内容及び住民から提出された意見の内容の報告も必要であ

る。（要綱第１１条参照） 

 

（注）公的証明書の発行日は以下のとおりとし，いずれも効力があることを確認すること。  

① 登記事項証明書，公図，住民票，税関係証明書，その他の証

明書（印鑑登録証明書を除く）  
申請日の 3 か月以内 

② 申請者の印鑑登録証明書（申請者が直接申請する場合）  申請日の 3 か月以内 

③ 申請者の印鑑登録証明書（第三者が申請業務を代行する場合） 委任日の 3 か月以内 

④ 権利者の印鑑登録証明書  同意日の 3 か月以内 
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 開発行為事前協議及び開発行為協議願（法第３４条の２）添付図書 ※□印は事前協議の添付図書  

番号 添 付 書 類  適用 備   考  様 式  

１  開発行為協議願書（事前協議願書） □  
様式第11－2号 

（様式第1号） 

２  設計説明書  □ 
工区分けを行う場合は土地

利用一覧表を添付すること  
様式第2,3,12号 

３  既存の公共施設管理者の同意（一覧表共）  法第32条（許可申請時添付） 様式第6,15号 

４  新設公共施設等管理予定者との協議書（〃）  法第32条（許可申請時添付） 様式第6号 

５  権利の同意書（印鑑証明書添付）    様式第14号 

６  開発区域内となる土地の登記事項証明書  □   

７  公図の写し（転写年月日・転写者記名） □ 

開発区域及び隣接する土地に関

する詳細（配置状況，地目，地積，

所有者）をＡ３判一枚に取りまと

めたもの 

 

８  設計者の資格証明に関する書類  □ 

・１ha以上（法第31条参照 ) 

・宅地造成工事規制区域の

場合（※１）  

様式第4号 

９  
開発区域内の土地又はその土地に有る工作物

に関する調書  
  様式第5号 

10 委任状（印鑑証明書添付）  □   

11 事前協議関係書   法34条の2協議願時に添付   

12 土地境界確定協議書の写し  □ （官地に接する場合）   

13 開発抑制区域に関する書類  □ 

（細則第２条参照）  

開発抑制区域に関する書類

一覧の資料を添付  

 

14 その他市長が必要と認める書類 □   

※１ 高さが５ｍを超える擁壁の設置を行う場合，又は切土・盛土の面積が1,500㎡を超える土地における

排水施設の設置を行う場合は，宅地造成等規制法施行令第17条に規定する設計者の資格に関する証明

書類が必要である。  
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開発抑制区域に関する書類一覧 

 （名 称） （根拠法令等） （確認方法） 

■仙台市開発指導要綱  第 6 条第 1 項第 1 号  

①  

農用地区域 

（開発区域に市街化調

整区域を含む場合）  

農業振興地域の整備に関する法律  

（第 8 条第 2 項第 1 号）  
・経済局農林企画課，農業委員会（窓口確認）  

■仙台市開発指導要綱  第 6 条第 1 項第 2 号  

②  
指定の史跡，名勝，天

然記念物 

文化財保護法（第 109 条第 1 項）  

文化財保護条例（第 32 条第 1 項）  

仙台市文化財保護条例（第 27 条第 1 項）  

・仙台市都市計画情報インターネット提供サービス  

「埋蔵文化財包蔵地」  

■仙台市開発指導要綱  第 6 条第 1 項第 3 号  

③  給水区域以外の区域 
仙台市水道事業の設置等に関する条例  

（第 3 条第 2 項第 1 号）  

・仙台市水道局給水部給水課（窓口確認）  

・仙台市都市計画情報インターネット提供サービス  

「下水道処理区域」  

■仙台市開発指導要綱  第 6 条第 1 項第 4 号  

④  
県自然環境保全地域 

緑地環境保全地域 

自然環境保全条例  

（第 12 条第 1 項，第 23 条第 1 項）  
宮城県自然公園等区域閲覧サービス（県自然保護課）  

⑤  特別緑地保全地区 都市緑地法（第 12 条第 1 項）  
仙台市都市計画情報インターネット提供サービス  

「他の地域地区等」  

⑥  国定公園 自然公園法（第 2 条第 3 号）  宮城県自然公園等区域閲覧サービス（県自然保護課）  

⑦  県立自然公園 県立自然公園条例（第 2 条第 1 号）  宮城県自然公園等区域閲覧サービス（県自然保護課）  

⑧  保安林 森林法（第 25 条第 1 項，第 2 項）  宮城県森林情報提供システム  

⑨  特別保護地区 
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に  

関する法律（第 29 条第 1 項）  

県自然保護課ＨＰ  

https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/sizenhogo/30ichizu.html 

■仙台市開発指導要綱  第 6 条第 1 項第 5 号  

⑩  保存緑地 
杜の都の環境をつくる条例  

（第 11 条第 1 項）  
仙台市都市計画情報インターネット提供サービス「保存緑地」  

⑪  特別環境保全区域 
広瀬川の清流を守る条例施行規則  

（第 10 条第 1 号）  

仙台市都市計画情報インターネット提供サービス  

「広瀬川の清流を守る条例」  

■仙台市開発指導要綱  第 6 条第 1 項第 6 号  

⑫  砂防指定地 砂防法（第 2 条）  

仙台市都市計画情報インターネット提供サービス  

「土砂三法」  

⑬  地すべり防止区域 地すべり等防止法（第 3 条第 1 項）  

⑭  
急傾斜地崩壊 

危険区域 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に  

関する法律（第 3 条第 1 項）  

⑮  災害危険区域 建築基準法（第 39 条第 1 項）  
仙台市都市計画情報インターネット提供サービス  

「災害危険区域条例」  

■仙台市開発指導要綱  第 6 条第 1 項第 7 号  

⑯  
造成宅地滑動崩落緊急

対策事業区域 

仙台市造成宅地滑動崩落防止施設の  

保全に関する条例  

仙台市都市計画情報インターネット提供サービス  

「仙台市造成宅地滑動崩落防止施設の保全に関する条例」  

⑰  風致地区 
風致地区内における建築物の規制に関する

条例  

仙台市都市計画情報インターネット提供サービス  

「他の地域地区等」  

■法 33 条第 1 項第 8 号  

⑱  土砂災害特別警戒区域 
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止  

対策の推進に関する法律（第 9 条第 1 項）  

仙台市都市計画情報インターネット提供サービス  

「土砂災害防止法」  
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開発行為（事前協議）添付図面  

 添 付 図 面  縮  尺  

事前協議 

開発許可本申請  

開発調整課  公共施設管理者  

１  開発区域位置図  1/50,000 以上  ● ● ● 

２  開発区域図  1/2,500 以上  ● ● ● 

３  現況図 1/2,500 以上  ● ● ● 

４  土地利用計画図  1/1,000 以上  ● ● ● 

５  造成計画平面図  1/1,000 以上  ● ● ● 

６  造成計画断面図  1/1,000 以上  ● ● ● 

７  給排水施設計画平面図  1/500 以上  ● ● ● 

８  がけの断面図  1/50 以上  ● 
 

● 

９  擁壁の断面図  1/50 以上  ●  ● 

10 
求積図（画地，公共，公益

施設別に求積，色分） 
1/500 以上  ● ● ● 

11 
排水処理構造図（浄化槽，

沈澱層，容量計算書） 
1/50 以上   ● ● 

12 流末水路構造図  1/500 以上   ● ● 

13 道路施設構造図   以上  

● 

（公共施設管理者に

帰属しないもの）  

● 

（公共施設管理者に

帰属予定のもの）  

● 

14 下水道縦断図   以上   ● ● 

15 防災工事計画平面図   以上  ●  ● 

16 公園関係図   以上   ● ● 

17 各種構造図  1/50 以上  

● 

（境界杭，擁壁及び

それに類するもの） 

● ● 

（注１）添付図書はＡ４半とし，各図面については作成者の氏名を記載のうえＡ４半の屏風折りとする。  

（注２）公共施設管理者から別途図面の提出を求められた場合は，必要に応じて提出すること。
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添 付 図 書 作 成 要 領  

 

図面の種類  明示すべき事項  備  考  

現 況 図 

（1/2,500 以上）  

地形・開発区域の境界・方位・地盤高・開発

区域及びその周辺の道路・水路等の公共施

設，建築物，既存擁壁等の位置，形状の明示  

（開発区域は朱線で明示）  

①2m毎の等高線・方位・道路幅員・河川・

水路等の幅員  

②1ha 以上の開発については樹木集団の位

置・表土の状況について記載  

土地利用計画図 

（1/1,000 以上）  

開発区域の境界・方位・公共施設の位置及び

形状，予定建築物等の敷地の形状，敷地に係

る予定建築物等の用途，施設の位置，樹木又

は樹木の集団の位置並びに緩衝帯の位置及

び形状明示。 

（開発区域は朱線で明示）  

開発区域及びその周辺の道路の位置，形

状，幅員の明示  

造成計画平面図 

（1/1,000 以上）  

開発区域の境界，切土又は盛土をする土地の

部分，計画地盤高，がけ又は擁壁の位置並び

に道路の位置，形状，幅員及び勾配 

（開発区域は朱線で明示）  

切土又は盛土をする土地の部分で表土の復

元等の措置を講ずるものがあるときは，そ

の部分を図示すること。  

造成計画断面図 

（1/1,000 以上）  

切土又は盛土をする前後の地盤高，計画地

盤高  

（開発区域は朱線で明示）  

切土部黄色，盛土部朱色に着色  

排水施設計画平面図 

（1/500 以上）  

排水区域の区域界並びに排水施設の位置，種

類，材料，形状，内法寸法，勾配，水の流れ

の方向，吐口の位置及び放流先の名称  

（開発区域は朱線で明示）  

 

給水施設計画平面図 

（1/500 以上 ) 

給水施設の位置，形状，内のり寸法及び取水

方法並びに消火栓の位置  

排水施設計画平面図にまとめて図示しても

よい。  

求 積 図 

（1/500 以上）  

開発区域境界，開発区域内全体求積表区画

割，公共施設，公益的施設毎の求積表，点間

距離  

区画割，公共施設，公益的施設を色別に着

色・求積は三斜法又は座標法  
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がけの断面図 

（1/50以上）  

がけの高さ，勾配及び土質（土質の種類が二

以上であるときは，それぞれの土質及びその

地層の厚さ），切土又は盛土をする前の地盤

面並びにがけ面の保護の方法。  

切土をした土地の部分に生じた高さが２ｍ

を越えるがけ，盛土をした土地の部分に生じ

る高さが１ｍを越えるがけ又は切土と盛土

とを同時にした土地の部分に生じる高さが

２ｍを越えるがけについて作成すること。 

擁壁で覆われるがけ面については，土質に関

する事項は，示すことを要しない。  

擁壁の断面図 

（1/50以上）  

擁壁の寸法及び勾配，擁壁の材料の種類及び

寸法，裏込めコンクリートの寸法，透水層の

位置及び寸法，擁壁を設置する前後の地盤

面，基礎地盤面の土質並びに基礎ぐいの位

置，材料及び寸法  

 

排水処理構造図 

（1/50以上）  
計画平面図及び浄化槽，沈澱槽等の構造   

道路施設構造図 
縦断図，横断図，舗装構成図，道路側溝の配

置，形状，寸法  
 

下水道縦断図 
管種，口径，勾配，人孔の種類，かぶり，管

底高  
 

公園関係図 
公園計画平面，遊具配置，排水計画に係る形

状及び寸法  
開発面積 0.3ｈａ以上について適用  

各種構造図 

（1/50以上）  

上記各図面以外に必要とみとめる構造物構

造等の表示  

（例）ごみ集積所，消防水利施設等  

※法第３４条第９号（休憩所）に該当す

る場合は屋外看板の構造図を添付するこ

と。 

１ 各設計図面には，作成者の氏名を記載すること。  

２ 各設計図面は，屏風折りＡ４版に折り込むこと。  

３ 各設計図面には，図面番号及び図面名称を明記すること。  
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公 益 施 設 （法第３３条第１項第６号，令第２７条，要綱第２５条）  

法第３３条（開発許可の基準）  

 六 当該開発行為の目的に照らして，開発区域における利便の増進と開発区域及びその周辺の地域に

おける環境の保全とが図られるように公共施設，学校その他の公益的施設及び開発区域内において

予定される建築物の用途の配分が定められていること。  

令第２７条 －略－  

要綱第２５条（公益施設）  

  開発行為者は，市長が別に定める基準に従い，定日に収集する一般廃棄物（し尿及び粗大ごみを除

く。）の集積所（以下「集積所」という。）を設置するものとする。ただし，開発区域周辺における

類似の施設の配置状況を勘案し，当該集積所を設置しないことについて，開発行為者と本市との間で

あらかじめ協議が成立している場合は，この限りでない。  

２ 前項の集積所の用に供する用地および施設は，原則として，工事完了公告の日の翌日において本市に

無償で提供するものとする。  

３ 戸建住宅以外の建築物の利用に供する集積所は，原則として，開発行為者の責任において管理するも

のとする。 

４ 開発行為者は，主として住宅の建築の用に供する目的で行う場合であつて，開発区域の面積が１ヘク

タール以上のものについては，市長が別に定める基準に従い，開発区域内に集会所の用地を確保するも

のとする。ただし，開発区域周辺における類似の施設の配置状況を勘案し，当該用地を確保しないことに

ついて，開発行為者と本市との間であらかじめ協議が成立している場合は，この限りでない。  

５ 前項の規定により確保した用地は，原則として，工事完了公告の日の翌日において本市に無償で提供

するものとする。 

６ 開発行為者は，主として住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為でその開発区域の面積が１ヘク

タール以上のものに係る開発区域内において，本市が次の表に掲げる公益施設を設置する計画がある場

合は，市長が別に定める基準に従い，当該公益施設の用地を確保するものとする。  

要綱細則第１２条（清掃施設）  

要綱第２５条第１項に規定する市長が定める基準は次のとおりとする。  

 (1) 定日に収集する一般廃棄物（し尿及び粗大ごみを除く。以下この条において同じ。）の集積所は，

原則として，戸建住宅１０戸ごとに１か所設置すること  

 (2) 事業所から排出される一般廃棄物の集積所は，原則として，事業所１棟ごとに１か所設置するも

のとし，再生利用等に供する資源物等の保管場所を含めた適切な面積を確保するものとすること  

第１３条（集会所）  

要綱第２５条第４項に規定する市長が定める基準は次のとおりとする。  

 (1) 計画戸数３００戸ごとに１か所確保することを目安とすること  

 (2) 1か所あたりの有効面積は300平方メートル以上を標準とすること  

第１４条（公益施設用地） －略－  

 法第３３条第１項第６号にある「公共施設，学校その他の公益的施設及び開発区域において予定される建

築物の用途の配分が定められていること」とは，開発者自らがこれら施設の整備をすべて行なわなければなら

ない趣旨ではないと解される。本市では，要綱第２５条に規定するごみ集積所，保育所，学校施設及びコミュ

ニティセンター等の施設について，当該施設の所管課とあらかじめ協議の上，必要な場合には開発者は施設用

地を確保するものとしている。公益施設の用地確保についての手続きについては，次に掲げるフローチャート

に従って取扱うものとする。  
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公 益 施 設 用 地 取 得 に 係 る 事 務 取 扱 い 要 領 に 基 づ く  

公 益 施 設 用 地 取 得 事 務 フ ロ ー  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

   

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発行為事前相談 

(同一開発行為に２以上の取得希望課があり必要な場合) 

関係課による調整会の開催 

開発事前協議願書受付 

開発行為者との事前打合せ 

事前協議書関係各課送付 事 前 協 議 成 立 

事前協議成立(協議一覧表作成) 

開発行為許可申請(協議願)書受付 

開発許可（承認）通知書 

工事着手届出 

工事完了届出 

検 査 済 証 交 付 及 び 工 事 完 了 公 告 

契 約 書 の 締 結 

基本設計図・関係図書 

工  事  完  了  検  査 

無 

提供不要 

集会所，  

ごみ集積所  

保育所，学校，児童館， 

市民ｾﾝﾀｰ，ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 

用 地 取 得 

寄付申出書受理 

受納書通知 

検査合格書受理 検 査 合 格 書 通 知 

完了検査依頼書通知 完 了 検 査 依 頼 書 受 理 

左記以外の場合  

鑑定評価・予算措置等 

用地確保の必要

性 

寄付申出書提出 

受納書受理 

施設の種類 

[無償] [原則有償] 

有 
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２ 開発行為の許可（法第２９条） 

法第２９条（開発行為の許可）  

  都市計画区域又は準都市計画区域内において開発行為をしようとする者は，あらかじめ，国土交通省

令で定めるところにより，都道府県知事（地方自治法第２５２条の１９第１項の指定都市又は同法第２

５２条の２２第１項の中核市（以下「指定都市等」という。）の区域内にあつては，当該指定都市等の

長。以下この節において同じ。）の許可を受けなければならない。ただし，次に掲げる開発行為につい

ては，この限りでない。  

 一 市街化区域，区域区分が定められていない都市計画区域又は準都市計画区域内において行う開発行

為で，その規模が，それぞれの区域の区分に応じて政令で定める規模未満であるもの  

 二 市街化調整区域，区域区分が定められていない都市計画区域又は準都市計画区域内において行う開

発行為で，農業，林業若しくは漁業の用に供する政令で定める建築物又はこれらの業務を営む者の居

住の用に供する建築物の建築の用に供する目的で行うもの  

 三 駅舎その他の鉄道の施設，図書館，公民館，変電所その他これらに類する公益上必要な建築物のう

ち開発区域及びその周辺の地域における適正かつ合理的な土地利用及び環境の保全を図る上で支障が

ないものとして政令で定める建築物の建築の用に供する目的で行う開発行為  

 四 都市計画事業の施行として行う開発行為  

 五 土地区画整理事業の施行として行う開発行為  

 六 市街地再開発事業の施行として行う開発行為  

 七 住宅街区整備事業の施行として行う開発行為  

八 防災街区整備事業の施行として行う開発行為  

 九 公有水面埋立法第２条第１項の免許を受けた埋立地であつて，まだ同法第２２条第２項の告示がな

いものにおいて行う開発行為  

 十 非常災害のため必要な応急措置として行う開発行為  

 十一 通常の管理行為，軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの  

２ 都市計画区域及び準都市計画区域外の区域内において，それにより一定の市街地を形成すると見込ま

れる規模として政令で定める規模以上の開発行為をしようとする者は，あらかじめ，国土交通省令で定

めるところにより，都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし，次に掲げる開発行為につい

ては，この限りでない。  

 一 農業，林業若しくは漁業の用に供する政令で定める建築物又はこれらの業務を営む者の居住の用に

供する建築物の建築の用に供する目的で行う開発行為  

 二 前項第３号，第４号及び第９号から第１１号までに掲げる開発行為  

３ 開発区域が，市街化区域，区域区分が定められていない都市計画区域，準都市計画区域又は都市計画

区域及び準都市計画区域外の区域のうち２以上の区域にわたる場合における第１項第１号及び前項の

規定の適用については，政令で定める。  

令第２２条の２（法第２９条第２項の政令で定める規模）  

  法第２９条第２項の政令で定める規模は，１ヘクタールとする。  

 本条の許可は，一般的な禁止を特定の場合に解除するいわゆる「講学上の許可」であり，開発許可申請者

に対して新たに権利を設定するものではないため，当該土地について土地所有者等の同意を得なければ，開

発許可を得たことをもって工事を行うことはできない。  
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開発許可等手続きの要否判断フロー  
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・第Ⅱ章 開発許可の手続き 

・第Ⅲ章 技術基準 

開発許可（法第２９条） 都市計画法の手続き不要 

【市 街 化 区 域 の 場 合】 

開発行為（第Ⅰ章 2-1）に該当しますか 

許可不要の開発行為ですか（第Ⅱ章２） 

区画形質の変更を行う面積は 1,000 ㎡以上ですか  

YES 

NO 

NO 

NO 

YES 

YES 

・第Ⅱ章 開発許可の手続き ・第Ⅲ章 技術基準 （一部適用） 

・第Ⅲ章 技術基準 

建築許可（法第４２,４３条） 都市計画法の手続き不要 開発許可（法第２９条） 

許可不要の建築行為  

（第Ⅱ章 2,第Ⅳ章 4-2,4-3） 

・第Ⅳ章 市街化調整区域の 

     基準 ・第Ⅳ章 市街化調整区域の 

      基準 

建築物・第一種特定工作物の建築等を行いますか  
許可不要の開発行為ですか  

（第Ⅱ章２） 

【市 街 化 調 整 区 域 の 場 合】 

開発行為（第Ⅰ章 2-1）に該当しますか 

YES 

YES 

YES 

YES 

NO 

NO 

NO 

NO 

 

・第Ⅱ章 開発許可の手続き ・第Ⅲ章 技術基準 （一部適用） 

・第Ⅲ章 技術基準 

開発許可（法第２９条） 協定手続（開発指導要綱） 都市計画法の手続き不要 

区画形質の変更を行う面積は 10,000m 
2 
以上ですか 

区画形質の変更を行う面積は

1,000 ㎡以上ですか 

【都 市 計 画 区 域 外 の 場 合】 

YES 

YES 

YES 

YES 

NO 

NO 

NO 

NO 

開発行為（第Ⅰ章 2-1）に該当しますか 

許可不要の開発行為ですか（第Ⅱ章 2） 
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２－１ 許可を要さない小規模な開発行為（法第２９条第１項第１号） 

法第２９条ただし書（適用除外）  

１ －（略）－ただし，次に掲げる開発行為については，この限りではない。  

 一 市街化区域，区域区分が定められていない都市計画区域又は準都市計画区域内において行う開発

行為で，その規模が，それぞれの区域の区分に応じて政令で定める規模未満であるもの  

 二～十一 （略）  

２ 都市計画区域及び準都市計画区域外の区域内において，それにより一定の市街地を形成すると見込

まれる規模として政令で定める規模以上の開発行為をしようとする者は，あらかじめ，国土交通省令で

定めるところにより，都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし，次に掲げる開発行為につ

いては，この限りでない。  

 一～二 （略）  

３－（略）－  

令第１９条（許可を要しない開発行為の規模）  

法第２９条第１項第１号の政令で定める規模は，次の表の第一欄に掲げる区域ごとに，それぞれ同表

の第二欄に掲げる規模とする。ただし，同表の第三欄に掲げる場合には，都道府県（指定都市等（法第

２９条第１項に規定する指定都市等をいう。以下同じ。）又は事務処理市町村（法第３３条第６項に規

定する事務処理市町村をいう。以下同じ。）の区域内にあつては，当該指定都市等又は事務処理市町

村。第２２条の３，第２３条の３及び第３６条において同じ。）は，条例で，区域を限り，同表の第四

欄に掲げる範囲内で，その規模を別に定めることができる。  

 第一欄  第二欄  第三欄  第四欄   

 市街化区域   １ ,０００㎡  市街化の状況により，無秩序な  

市街化を防止するため特に必

要があると認められる場合  

 ３００㎡以上  

 １ ,０００㎡未満  

 

  

  

 区域区分が定められていない  

都市計画区域及び準都市計画  

区域  

 ３ ,０００㎡  市街化の状況等により特に必

要があると認められる場合  

 ３００㎡以上  

 ３ ,０００㎡未満  

 

  

  

２ （略）  

令第２２条の２（法第２９条第２項の政令で定める規模）  

  法第２９条第２項の政令で定める規模は，１ヘクタールとする。  

  

許可が不要な開発区域の規模  

区域区分  開発区域の規模  

都市計画区域内  市街化区域  1,000㎡未満  

市街化調整区域  規模に関わらず許可が必要  

都市計画区域外  1ヘクタール未満※  

※1,000㎡以上の開発行為を行う場合，仙台市開発指導要綱に基づき仙台市と協定を締結する必要がある。  
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２－２ 農林漁業用施設，農林漁業用住宅のための開発行為 

（法第２９条第１項第２号・第２項第１号） 

法第２９条  

 二 市街化調整区域，区域区分が定められていない都市計画区域又は準都市計画区域内において行う

開発行為で，農業，林業若しくは漁業の用に供する政令で定める建築物又はこれらの業務を営む者の

居住の用に供する建築物の建築の用に供する目的で行うもの  

２ （略）  

 一 農業，林業若しくは漁業の用に供する政令で定める建築物又はこれらの業務を営む者の居住の用

に供する建築物の建築の用に供する目的で行う開発行為  

令第２０条（法第２９条第１項第２号及び第２項第１号の政令で定める建築物）  

  法第２９条第１項第２号及び第２項第１号の政令で定める建築物は，次に掲げるものとする。  

 一 畜舎，蚕室，温室，育種苗施設，家畜人工授精施設，
ふ

孵卵育
すう

雛施設，
さく

搾乳施設，集乳施設その他これら

に類する農産物，林産物又は水産物の生産又は集荷の用に供する建築物  

 二 堆肥舎，サイロ，種苗貯蔵施設，農機具等収納施設その他これらに類する農業，林業又は漁業の生

産資材の貯蔵又は保管の用に供する建築物  

 三 家畜診療の用に供する建築物  

 四 用排水機，取水施設等農用地の保全若しくは利用上必要な施設の管理の用に供する建築物又は索

道の用に供する建築物  

 五 前各号に掲げるもののほか，建築面積が９０平方メートル以内の建築物  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 市街化調整区域，区域区分が定められていない都市計画区域又は準都市計画区域内において行われる

一定の農林漁業の用に供する建築物に係る開発行為は，許可を要しない。  

本号でいう農林漁業とは，日本標準産業分類／総務省（平成２５年１０月改訂）の「Ａ－農業，林業」

「B－漁業」の範囲とし，次の通りとする。  

・季節的なものであっても該当するものとするが，家庭菜園など生業として行うものでないものは該  

当しない。  

・農林漁業の生産物を集出荷する施設については，生産者自らがその生産物の集出荷又は一時的な保

管を行うために設ける施設の場合に限り該当する。この場合，農業協同組合等が設置する施設は対

象とはならない。  

 

２ 令第２０条第１項第１号に例示されている施設に類する農産物，林産物又は水産物の生産又は集荷の

用に供する建築物は以下のものをいう。このうち「集荷の用に供する建築物」は，当該建築物が農業，林

業又は漁業の用に供することが前提であるため，配送，卸売業務等の商業活動のための集荷用建築物は，

これに該当しないため許可が必要である。  

(1) 畜舎，蚕室，温室，育種苗施設，家畜人工授精施設，孵卵育雛施設，搾乳施設，集乳施設，農作業舎，

魚類蓄養施設，米麦乾燥調整施設，たばこ乾燥施設，のり・わかめ乾燥施設，野菜集荷施設，果実集荷施

設，漁獲物水揚荷さばき施設等  

(2) 堆肥舎，サイロ，種苗貯蔵施設，農機具等収納施設，漁船漁具保全施設，養殖用飼料等保管施設，物

置，漁船用補給施設等  

(3) 家畜診療の用に供する建築物  

(4) 用排水機，取水施設等農用地の保全若しくは利用上必要な施設の管理の用に供する建築物又は索道の

用に供する建築物  
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(5) (1)～(4)に掲げるもののほか，建築面積が９０㎡以内の建築物。この場合，「建築面積」であり，「延べ

床面積」ではない。  

 

３ 法第２９条第１項にある農業，林業若しくは漁業の業務を営む者の居住の用に供する建築物に係る

開発行為は，次表に掲げる業種において世帯構成員の１人以上がいずれかの要件を満たす場合，許可

を要しない。  

※農林漁業を営む者に被傭者や兼業者は含まれるが，臨時的雇用者は含まれない。  

※居住の用に供する建築物に係る開発行為は，１世帯に対し１戸のみ許可不要となる（貸家を営むため

の戸建住宅や長屋住宅，共同住宅等は対象外）  

 

１ 農業を営む者 

10 アール（1,000 ㎡）以上の農地を耕作する権原を有し，耕作業務に従事す

る者（農業委員会の発行する耕作証明書により確認）  

農地所有適格法人（農地法第 2 条第 3 項）の構成員で，年間 60 日以上農作

業に従事している者（当該業務に従事した年間日数を証する法人の発行する

書類により確認） 

自ら生産する農畜産物の販売金額が年１５万円以上である者  

2 林業を営む者 

当該業務に従事している者  

自ら育成した林業生産物の販売金額が年１５万円以上である者  

3 漁業を営む者 

遠洋漁業を除く当該業務に従事している者  

自ら採補，養殖した水産動植物の販売金額が年１５万円以上である者  
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２－３ 公益上必要な建築物（法第２９条第１項第３号・第２項第２号，令第２１条各号） 

法第２９条第１項  

 三 駅舎その他の鉄道の施設，図書館，公民館，変電所その他これらに類する公益上必要な建築物の

うち開発区域及びその周辺の地域における適正かつ合理的な土地利用及び環境の保全を図る上で

支障がないものとして政令で定める建築物の建築の用に供する目的で行う開発行為  

２ （略）  

 二 前項第３号，第４号及び第９号から第１１号までに掲げる開発行為  

令２１条  

 法第２９条第１項第３号の政令で定める建築物は，次に掲げるものとする。  

 一～三十一 （略）  

   表１，２に掲げる施設は，法第29条第１項第３号に規定する施設に該当するものをまとめたものであ

る。  

 

 表１   法第２９条第１項第３号に該当する施設             ×印は該当しない例  

 

 

 表２  令第２１条に規定する施設  

号 公益施設 具体例 引用法令 

1 道路法の道路，道路運 道路管理者の設ける駐車場，料金徴収所 道路法 

（第２条第１項） 

道路運送法 

（第２条第８項） 

 送法の一般自動車道及  

 び専用自動車道の施設 ×：サービスエリア内の売店 

   

2 河川法の河川施設 河川管理施設 河川法 

3 都市公園法の公園施設 休憩所，野球場，運動場，プール，植物園， 都市公園法 

（第２条第２項）   売店，飲食店，管理事務所 

4 鉄道事業法の鉄道及び

索道，軌道法の軌道及

び無軌条電車の事業施

設 

停車場，信号所，車庫，詰所，車両等の修理場，

機械等の保管倉庫 

鉄道事業法 

（第２条第1項，５項） 

軌道法 

公益施設 具体例 引用法令 

駅舎その他の鉄道施設 駅舎，検査場，車庫，信号所，発電所，変電所 鉄道事業法 

軌道法 

図書館 図書館 図書館法（第2条第1項） 

公民館 市町村設置の公民館 社会教育法 

変電所 東北電力の設置するもの 

×：企業独自のもの 

電気事業法 
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5 石油パイプライン事業 

の事業用施設 

石油輸送施設，タンク，圧送機 石油パイプライン事業法 

（第５条第２項第２号） 

6 道路運送法の一般乗合 車庫，整備工場，バス停留場，待合所 道路運送法 

（第３条第１号イ）  旅客自動車運送事業 ×：貸し切りバス用施設 

 貨物自動車運送事業法 特別積合せ貨物用施設 ※1 貨物自動車運送事業法 

（第２条第２項，第6項）  の一般貨物自動車運送 （貨物積下し場，倉庫） 

 事業  

 自動車ターミナル法の 一般自動車ターミナル 自動車ターミナル法 

（第２条第５項）  一般自動車ターミナル  

 施設  

7 港湾法の港湾施設 

 

荷さばき施設，旅客施設（乗降場，待合所， 

手荷物取扱所），保管施設，厚生施設 

港湾法 

（第２条第５項） 

漁港漁場整備法  

（第３条） 

 漁港漁場整備法の漁港

施設 

8 海岸法の海岸保全施設 海岸保全区域内の侵食防止施設，管理施設 海岸法 

（第２条第１項）    

9 航空法の公共飛行場の ターミナル，待合所，格納庫，航空保安施設，修

理工場，管理事務所 

航空法 

 機能施設，飛行場利用  

 者の利便施設，公共用  

 航空保安施設  

10 気象，海象，地象，洪 気象台，天文台，測候所，地震観測所 気象業務法  

 水の観測通報施設   

11 日本郵便株式会社が設

置する郵便の事業の用

に供する施設 

日本郵便株式会社が設置する郵便の事業の用に

供する施設 

日本郵便株式会社法 

（第4条第1項第1号）  

 ×：郵便の事業以外の用に供する施設 

12 電気通信事業法の認定 電話局，電気通信施設 電気通信事業法 

（第１２０条第１項）  電気通信事業者がその  

 事業の用に供する施設  

   

13 放送法の基幹放送の用

に供する放送施設 

放送局 放送法 

（第２条第２号） 

    

14 電気事業法の電気事

業用電気工作物を設

置する施設  

一般送配電事業，送電事業，特定送配電事業

及び発電事業のための発電所，変電所，送電

所，配電所  

電気事業法  

（第２条第１項第１６号，第１８号）  

     

    

 

 

 ガス事業法のガス工

作物を設置する施設  

一般ガス導管事業，特定ガス導管事業及びガ

ス製造事業のためのガス発生設備，ガスホル

ダー，ガス精製設備  

ガス事業法  

（第２条第１３項）  

×：事務所，営業所，サービスステーション  
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15 水道法の水道事業，水  

道用水供給事業の水

道施設，工業用水道事

業法の工業用水道施

設  

取水，貯水，導水，浄水，送水配水施設  水道法  

（第３条第２項・第４項・第８項）  

工業用水道事業法  

（第２条第６項）  

 

 

 

 

 

 下水道法の公共下水  

道，流域下水道及び都

市下水路施設  

終末処理場，ポンプ場  下水道法  

（第２条第３～５号）   ×：事務所，営業所  

 

16 水害予防施設  水防用倉庫   

 

17 図書館法の図書館  図書館  図書館法  

（第２条第１項）   

 博物館法の博物館  博物館  博物館法  

（第２条第１項）   

18 社会教育法の公民館  公民館 社会教育法  

（第20条）  

19 職業能力開発促進法

の公共職業能力開発

施設及び職業能力開

発総合大学校  

国，地方公共団体，独立行政法人高齢・障害・

求職者雇用支援機構が設置する職業能力開発

校，職業能力開発短期大学校，職業能力開発促

進センター， 障害者職業能力開発校，職業能

力開発大学校並びに国及び独立行政法人高

齢・障害・求職者雇用支援機構が設置する職

業能力開発総合大学校  

 

職業能力開発促進法  

（第１５条の７第３項，第２７条第１項）  

20 墓地，埋葬等に関する  

法律の火葬場  

火葬場  墓地，埋葬等に関する法律  

（第２条第７項）  

21 と畜場，化製場，死亡  

獣畜取扱場  

とさつ解体施設  

化製場，死亡獣畜取扱場  

と畜場法  

（第３条第２項）  

化製場等に関する法律  

（第１条第２項・第３項）  

×：魚介類及び鳥類の処理場  

22 廃棄物の処理及び清

掃に関する法律の処

理施設  

浄化槽法の浄化槽  

公衆便所，し尿処理施設又はごみ処理施設  廃棄物の処理及び清掃に 

関する法律  

 

浄化槽法  

（第２条第１号）  

×：産業廃棄物処理施設  

23 卸売市場法の卸売市

場  

中央卸売市場，地方卸売市場，地方公共団体

が設置する市場  

卸売市場法  

（第４条第６項，第１３条第６項）  

24 自然公園法の公園事

業施設  

宿舎，避難小屋，休憩所，案内所，公衆便  

所，救急施設，博物館，水族館，動物園等  

自然公園法  

（第２条第６号・第４号）  

  の公園事業の用に供する施設  
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25 住宅地区改良法の住

宅地区改良事業施設  

改良地区の整備施設及び改良住宅  住宅地区改良法  

（第２条第１項）   

26 国※2，都道府県，指定都

市等が設置する施設 

研究所，試験所，体育館，美術館，公会堂   

×：学校，社会福祉施設，医療施設，多数の者

の利用に供する庁舎，宿舎（職務上常駐を必要

とする職員のためのもの又は勤務地に近接する

場所に居住する必要がある職員のためのものを

除く。） 

 

  

 

27 国立研究開発法人量

子科学技術研究開発

機構の業務施設  

量子科学技術に関する基礎研究及び量子に

関する基盤的研究開発施設  

国立研究開発法人量子科学

技術研究開発機構法  

（第16条第1号） 

28 国立研究開発法人日

本原子力研究開発機

構の研究施設  

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

の研究施設  

国立研究開発法人日本原子

力研究開発機構法  

（第17条第1号～3号）  

 

29 独立行政法人水資源

機構の業務施設  

ダム，水位調節施設等水資源の開発施設  独立行政法人水資源機構法  

（第２条第２項）    

  

30 国立研究開発法人宇

宙航空研究開発機構

の業務施設  

人工衛星及びロケットの開発に必要な施設  国立研究開発法人宇宙航空

研究開発機構法  

（第１８条第１号～ 4号）  

 

 ロケット追跡施設  

  

31 国立研究開発法人新

エネルギー・産業技術

総合開発機構の業務

施設  

新エネルギー・省エネルギー・環境技術開発  国立研究開発法 人 新 エ ネ

ルギー・・産業技術総合開発

機構法  

 関連施設，産業技術研究開発関連施設  

  （第１５条第１号）  

   非化石エネルギーの開発及

び導入の促進に関する法律     

   （第１１条第３号）  

 

※1 貨物自動車運送事業法による特別積合せ貨物用施設について，当該施設の建築確認申請時に，本市

開発担当部局から運輸局へ照会を行い，当該施設が特別積合せ貨物運送の用に供されることが確実である

旨の回答が得られる場合，許可の適用除外の扱いとなる。 

※2 国立大学法人は国に含まれない。 
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２－４ 都市計画事業等（法第２９条第１項第４～８号・第２項第２号） 

法第２９条ただし書  

１ －略－ただし，次に掲げる開発行為については，この限りでない。  

 四 都市計画事業の施行として行う開発行為  

 五 土地区画整理事業の施行として行う開発行為  

 六 市街地再開発事業の施行として行う開発行為  

 七 住宅街区整備事業の施行として行う開発行為  

八 防災街区整備事業の施行として行う開発行為  

２ （略）  

 二 前項第３号，第４号及び第９号から第１１号までに掲げる開発行為  

１ 各事業はそれぞれ本法，土地区画整理法，都市再開発法，大都市地域における住宅及び住宅地の供給

の促進に関する特別措置法及び密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律において，適正

に施行されるものであることから適用除外とされている。  

２ 地方公共団体，公団等が施行する土地区画整理事業，市街地再開発事業，住宅街区整備事業及び防災

街区整備事業は，第４号の都市計画事業として施行されることとなっているので，第５号，第６号，第

７号及び第８号の規定によって適用除外となるものは，個人施行及び組合施行のものである。  

３ 第５号，第６号，第７号及び第８号の規定によって適用除外となるものは，当該事業そのものの内容

として行う開発行為である。  

４ 土地区画整理事業の施行としての開発行為は適用除外であるが，市街化調整区域内で土地区画整理事

業を行う場合は，法第３４条の各号のいずれかに該当するときでなければ認可されない。（土地区画整

理法第９条第２項）  

 

２－５ 公有水面埋立事業（法第２９条第１項第９号・第２項第２号） 

法第２９条ただし書  

１ －略－ただし，次に掲げる開発行為については，この限りでない。  

 九 公有水面埋立法第２条第１項の免許を受けた埋立地であつて，まだ同法第２２条第２項の告示がな

いものにおいて行う開発行為  

２ （略）  

 二 前項第３号，第４号及び第９号から第１１号までに掲げる開発行為  

 公有水面埋立法第２条第１項の免許を受けた埋立地にあっては，同法第２２条第２項の告示がなされる

までの間，埋立地の使用について知事の許可を受けるべきものとされているので，適用除外とされている

ものである。なお，竣工認可後に新たな開発行為を行う場合は，開発許可の要否について別途検討が必要

である。  

 

２－６ 非常災害時の応急措置（法第２９条第１項第１０号・第２項第２号） 

法第２９条ただし書  

１ －略－ただし，次に掲げる開発行為については，この限りでない。  

 十 非常災害のため必要な応急措置として行う開発行為  

２ （略）  

 二 前項第３号，第４号及び第９号から第１１号までに掲げる開発行為  

原則として建築基準法第８５条第１項の区域内での災害応急措置が本号に該当する。  
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２－７ 通常の管理行為，軽易な行為等（法第２９条第１項第１１号・第２項第２号） 

法第２９条ただし書  

１ －略－ただし，次に掲げる開発行為については，この限りでない。  

  十一 通常の管理行為，軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの  

２ （略）  

 二 前項第３号，第４号及び第９号から第１１号までに掲げる開発行為  

令第２２条（開発行為の許可を要しない通常の管理行為，軽易な行為その他の行為）  

  法第２９条第１項第１１号の政令で定める開発行為は，次に掲げるものとする。  

 一 仮設建築物の建築又は土木事業その他の事業に一時的に使用するための第一種特定工作物の建設の

用に供する目的で行う開発行為  

 二 車庫，物置その他これらに類する附属建築物の建築の用に供する目的で行う開発行為  

 三 建築物の増築又は特定工作物の増設で当該増築に係る床面積の合計又は当該増設に係る築造面積が

１０平方メートル以内であるものの用に供する目的で行う開発行為  

 四 法第２９条第１項第２号若しくは第３号に規定する建築物以外の建築物の改築で用途の変更を伴わ

ないもの又は特定工作物の改築の用に供する目的で行う開発行為  

 五 前号に掲げるもののほか，建築物の改築で当該改築に係る床面積の合計が１０平方メートル以内で

あるものの用に供する目的で行う開発行為  

 六 主として当該開発区域の周辺の市街化調整区域内に居住している者の日常生活のため必要な物品の

販売，加工，修理等の業務を営む店舗，事業場その他これらの業務の用に供する建築物で，その延べ面

積（同一敷地内に２以上の建築物を新築する場合においては，その延べ面積の合計。以下この条及び第

３５条において同じ。）が５０平方メートル以内のもの（これらの業務の用に供する部分の延べ面積が

全体の延べ面積の５０パーセント以上のものに限る。）の新築の用に供する目的で当該開発区域の周

辺の市街化調整区域内に居住している者が自ら当該業務を営むために行う開発行為で，その規模が１

００平方メートル以内であるもの  

本号は，既存建築物等の増改築などの軽易な開発行為について許可の適用除外としている。  

(1) 第１号の仮設建築物については，第Ⅰ章２「用語の定義」内の仮設建築物の項目を参照のこと。  

(2) 第２号の附属建築物とは，既存建築物の補助的機能を持つ用途上不可分の関係にある建築物をいう。 

(3) 第３号は，既存建築物と用途上不可分の関係にある建築物等の増築等に伴う開発行為が該当する。  

(4) 第２号の附属建築物の建築，第３号の増築，増設については敷地が増える部分の制限規定がないが，

新たに敷地として増える部分の面積は当該建築物を建築するための必要最小限度の面積とする。  

 なお，市街化調整区域内で敷地増を伴う建築行為を行う場合は，第２号又は第３号の規定に該当する

ことにより開発許可が不要であっても，別途法第４３条の建築制限の対象となる。  

(5) 第４号及び第５号は，既存建築物等の改築に伴う開発行為の規定である。なお，改築の定義から，改

築に伴う開発行為は敷地内における形質の変更に限定される。  

(6) 第６号は，法第３４条第１号に該当する開発行為のうち，さらに開発行為の主体，立地，業種，規模

を限定したものを適用除外としたものである。  

ア 主体  

  開発行為の主体は，当該開発区域周辺の市街化調整区域に居住する者が自ら業務を営むためのものであ

ること。 

  「居住している」とは，単に住民登録しているだけでなく，生活の本拠を当該地にもつことをいう。  

 イ 立地 

   立地については，法文上法第３４条第１号同様に既存集落などの区域又はこれに隣接する区域に限ら
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れると解されることから「申請地を中心とした半径500ｍの円形の区域内の市街化調整区域におおむね  5

0戸以上の住宅が存すること」を基準とする。  

ウ 業種 

 「日常生活に必要な物品の販売，加工，修理等」の業種に限られ，法第３４条第１号にある「その他これ

に類する」の規定がない。したがって，理容，美容業のようなサービス業は本号に該当しない。  

 なお，許可不要に該当する業種について，詳しくは第Ⅳ章２「市街化調整区域内に許可を得て立地でき

る建築物等（開発審査会の審議を要しないもの）」内「日常生活店舗等」に掲げる産業分類表を参照のこ

と 

エ 規模 

敷地面積が100㎡以内であること 
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３ 開発許可申請の手続き（法第３０条）  

法第３０条（許可申請の手続）  

  前条第１項又は第２項の許可（以下「開発許可」という。）を受けようとする者は，国土交通省令で

定めるところにより，次に掲げる事項を記載した申請書を都道府県知事（指定都市にあつては，当該指

定都市の長）に提出しなければならない。  

 一 開発区域（開発区域を工区に分けたときは，開発区域及び工区）の位置，区域及び規模  

 二 開発区域内において予定される建築物又は特定工作物（以下「予定建築物等」という。）の用途  

 三 開発行為に関する設計（以下この節において「設計」という。）  

 四 工事施行者（開発行為に関する工事の請負人又は請負契約によらないで自らその工事を施行する者

をいう。以下同じ。）  

 五 その他国土交通省令で定める事項  

２ 前項の申請書には，第３２条第１項に規定する同意を得たことを証する書面，同条第２項に規定する

協議の経過を示す書面その他国土交通省令で定める図書を添付しなければならない。  

 

規則第１５条（開発許可の申請書の記載事項）  

  法第３０条第１項第５号の国土交通省令で定める事項は，次に掲げるもの（主として，自己の居住の

用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為又は住宅以外の建築物若しくは特定工作物で自

己の業務の用に供するものの建築若しくは建設の用に供する目的で行う開発行為（開発区域の面積が１

ヘクタール以上のものを除く。）にあつては，第４号に掲げるものを除く。）とする。  

 一 工事の着手予定年月日及び工事の完了予定年月日  

 二 主として自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為，主として住宅以   

外の建築物又は特定工作物で自己の業務の用に供するものの建築又は建設の用に供する目的で行う

開発行為，その他の開発行為の別  

 三 市街化調整区域内において行う開発行為にあつては，当該開発行為が該当する法第３４条の号及び

その理由  

 四 資金計画  

 

規則第１６条（開発許可の申請）  

  法第２９条第１項又は第２項の許可を受けようとする者は，別記様式第二又は別記様式第二の二の開

発行為許可申請書を都道府県知事（指定都市あつては，当該指定都市の長）に提出しなければならない。 

２ 法第３０条第１項第３号の設計は，設計説明書及び設計図（主として自己の居住の用に供する住宅  

の建築の用に供する目的で行う開発行為にあつては，設計図）により定めなければならない。  

３ 前項の設計説明書は，設計の方針，開発区域（開発区域を工区に分けたときは，開発区域及び工区。

以下次項及び次条において同じ。）内の土地の現況，土地利用計画及び公共施設の整備計画（公共施設

の管理者となるべき者及び公共施設の用に供する土地の帰属に関する事項を含む。）を記載したもので

なければならない。  

４ 第２項の設計図は，次の表に定めるところにより作成したものでなければならない。ただし，主とし

て自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為にあつては，給水施設計画平面

図は除く。  
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表 （略）  

５ 前条第４号の資金計画は，別記様式第三の資金計画書により定めたものでなければならない。  

６ 第２項の設計図には，これを作成した者がその氏名を記載しなければならない。  

 

規則第１７条（開発許可の申請書の添付図書）  

  法第３０条第２項の国土交通省令で定める図書は，次に掲げるものとする。  

 一 開発区域位置図  

 二 開発区域区域図  

 三 法第３３条第１項第１４号の相当数の同意を得たことを証する書類  

 四 設計図を作成した者が第１９条に規定する資格を有する者であることを証する書類  

 五 法第３４条第１３号の届出をした者が開発許可を受けようとする場合にあつては，その者が，区域

区分に関する都市計画が決定され，又は当該都市計画を変更して市街化調整区域が拡張された際，自

己の居住若しくは業務の用に供する建築物を建築し，又は自己の業務の用に供する第一種特定工作物

を建設する目的で土地又は土地の利用に関する所有権以外の権利を有していたことを証する書類  

 六 開発行為に関する工事が津波災害特別警戒区域（津波防災地域に関する法律第７２条第１項の津波

災害特別警戒区域をいう。以下同じ。）内における同法第７３条第１項に規定する特定開発行為（同

条第４項各号に掲げる行為を除く。第３１条第２項において同じ。）に係るものであり，かつ，当該

工事の完了後において当該工事に係る同法第７３条第４項第１号に規定する開発区域（津波災害特別

警戒区域内のものに限る。第４項及び第３１条第２項において同じ。）に地盤面の高さが基準水位（同

法第５３条第２項に規定する基準水位をいう。第４項及び第３１条第２項において同じ。）以上とな

る土地の区域があるときは，その区域の位置を表示した地形図  

２ 前項第１号に掲げる開発区域位置図は，縮尺50,000分の１以上とし，開発区域の位置を表示した地形

図でなければならない。  

３ 第１項第２号に掲げる開発区域区域図は，縮尺2,500分の１以上とし，開発区域の区域並びにその区域

を明らかに表示するに必要な範囲内において都道府県界，市町村界，市町村の区域内の町又は字の境界，

都市計画区域界，準都市計画区域界並びに土地の地番及び形状を表示したものでなければならない。  

４ 第１項第６号に掲げる地形図は，縮尺1,000分の１以上とし，津波防災地域づくりに関する法律第７３

条第４項第１号に規定する開発区域の区域及び当該区域のうち地盤面の高さが基準水位以上となる土地

の区域並びにこれらの区域を明らかに表示するに必要な範囲内において都道府県界，市町村界，市町村の

区域内の町又は字の境界，津波災害特別警戒区域界，津波防災地域づくりに関する法律第７３条第２項第

２号の条例で定める区域の区域界並びに土地の地番及び形状を表示したものでなければならない。  

 

市規則第３条（開発許可の申請書の添付図書）  

 法第３０条第１項及び法第３５条の２第２項の申請書には，法第３０条第２項及び都市計画法施行規

則（昭和４４年建設省令第４９号。以下「省令」という。）第１７条第１項に定める図書のほか，次に掲

げる図書（主として，自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為（以下「自己

居住用開発行為」という。）又は住宅以外の建築物で自己の業務の用に供するものの建築若しくは自己の

業務の用に供する特定工作物の建設の用に供する目的で行う開発行為（開発区域の面積が１ヘクタール

以上のものを除く。以下「小規模自己業務用開発行為」という。）にあっては，第３号に掲げる書類を除
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く。）を添付しなければならない。  

 (1) 開発区域となる土地の登記事項証明書及び公図の写し  

 (2) 申請者又は工事施行者が法人である場合はその登記事項証明書，個人である場合はその住民票の写し  

  (3) 申請者に開発行為を行うために必要な資力及び信用があること又は工事施行者に開発行為に関する

工事を完成するために必要な能力があることを証する次の表に掲げる書類  

区   分 法      人 個     人 

 申請者の資力及  

 び信用に関する  

 書類 

 イ 直前の事業年度に係る法人税の

納税証明書  

ロ  法人の市民税及び事業所税に係

る市長に対する申告 (当該申告の義

務を有する場合に限る。 )を行って

いること並びに本市に納付すべき

個人の市民税（当該法人が仙台市市

税条例（昭和４０年仙台市条例第１

号）第２２条各項の規定により特別

徴収義務者に指定されている場合

に限る。），法人の市民税，固定資

産税，軽自動車税，特別土地保有税，

事業所税及び都市計画税の滞納が

ないことの証明書  

 ハ 事業経歴書  

 イ 直前の年に係る所得税の納税証

明書 

ロ 本市に納付すべき個人の市民税

（地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）第３１９条第１項の規定

により普通徴収の方法によって徴

収されるものに限る。），固定資産

税，軽自動車税及び都市計画税の

滞納がないことの証明書  

ハ 事業経歴書  

 

 工事施行者の能  

 力に関する書類  

 イ 事業経歴書  

 ロ 建設業法（昭和２４年法律第１０

０号）第３条第１項の規定による建

設業の許可又は同条第３項の規定

による更新を受けたことを証する

書面 

 

 

 

 

  第３項の規定による更新を受  

  けたことを証する書面  

 イ 事業経歴書  

 ロ 建設業法第３条第１項の規定に

よる建設業の許可又は同条第３項

の規定による更新を受けたことを

証する書面  

(4) 前３号に掲げるもののほか，市長が必要と認める図書  

 

本条は，開発許可の申請手続き等について規定したものである。  

(1) 「工事施行者」は，開発主体や開発規模に関わらず許可申請時に記載しなければならない。  

(2) 「自己の居住の用に供する」とは，開発行為を行う者が自らの生活の本拠として使用することをいう

趣旨であることから，当然自然人に限られ，会社が従業員のために宿舎や寮を建築する行為や賃貸住宅，

分譲住宅を建築する行為はこれに該当しない。  

(3) 「自己の業務の用に供する」とは，当該建築物において継続的に自己の業務に係る経済活動が行われ

ることであり，文理上住宅を含まないため，分譲又は賃貸のための住宅の建設又は宅地の造成を目的と

する開発行為は該当しない。貸事務所，貸店舗は該当しないが，ホテル，旅館，結婚式場，スーパ

ーマーケット，ゴルフ場等が該当する。  
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４ 開発許可の特例（法第３４条の２） 

法第３４条の２（開発許可の特例） 

  国又は都道府県，指定都市等若しくは事務処理市町村若しくは都道府県，指定都市等若しくは事務処理市

町村がその組織に加わっている一部事務組合，広域連合若しくは港務局（以下「都道府県等」という。）が

行う都市計画区域若しくは準都市計画区域内における開発行為（第２９条第１項各号に掲げる開発行為を除

く。）又は都市計画区域及び準都市計画区域外の区域内における開発行為（同条第２項の政令で定める規模

未満の開発行為及び同項各号に掲げる開発行為を除く。）については，当該国の機関又は都道府県等と都道

府県知事の協議が成立することをもって，開発許可があったものとみなす。 

２ 第３２条の規定は前項の協議を行おうとする国の機関又は都道府県等について，第４１条の規定は都道府

県知事が同項の協議を成立させる場合について，第４７条の規定は同項の協議が成立したときについて準

用する。 

１．本条は，国又は都道府県等が行う開発行為については，開発許可権者との協議が成立することをもって

開発許可があったものとみなす規定である。  

 協議に当たっては，開発許可制度の趣旨を踏まえ，原則として法第33条（同条第１項第12号及び13号を

除く）及び第34条の基準を準用する。 

 ただし，個々の開発行為について，特殊な行政事情がある場合等は，協議の中で，これらの事情を斟酌す

る場合も考えられる。  

２．協議が成立した開発行為については，許可を受けたものと同様の規定（工事完了の検査等）が適用され

る。 

３．本条に定める者のほか，国及び都道府県等とみなされる者は以下のとおりである。  

 ①独立行政法人都市再生機構  

 ②独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構  

 ③地方共同法人日本下水道事業団 

 ④土地開発公社（都道府県等が設立したものに限る。） 

 ⑤独立行政法人空港周辺整備機構  

 ⑥地方住宅供給公社（都道府県等が設立したものに限る。） 
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５ 設計者の資格（法第３１条） 

法第３１条（設計者の資格） 

  前条の場合において，設計に係る設計図書（開発行為に関する工事のうち国土交通省令で定めるものを実

施するため必要な図面（現寸図その他これに類するものを除く。）及び仕様書をいう。）は，国土交通省令

で定める資格を有する者の作成したものでなければならない。 

規則第１８条（資格を有する者の設計によらなければならない工事） 

  法第３１条の国土交通省令で定める工事は，開発区域の面積が１ヘクタール以上の開発行為に関する工事

とする。 

規則第１９条（設計者の資格） 

  法第３１条の国土交通省令で定める資格は，次に掲げるものとする。 

 一 開発区域の面積が１ヘクタール以上２０ヘクタール未満の開発行為に関する工事にあつては，次のいず

れかに該当する者であること。 

  イ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除く。）又は旧大学令（大正７年勅

令第３８８号）による大学において，正規の土木，建築，都市計画又は造園に関する課程を修めて卒業

した後，宅地開発に関する技術に関して２年以上の実務の経験を有する者 

  ロ 学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程を含む。ハにおいて同じ。）において，

正規の土木，建築，都市計画又は造園に関する修業年限３年の課程（夜間において授業を行なうものを

除く。）を修めて卒業した後（同法による専門職大学の前期課程にあつては，修了した後），宅地開発

に関する技術に関して３年以上の実務の経験を有する者 

  ハ ロに該当する者を除き，学校教育法による短期大学若しくは高等専門学校又は旧専門学校令（明治３

６年勅令第６１号）による専門学校において，正規の土木，建築，都市計画又は造園に関する課程を修

めて卒業した後（同法による専門職大学の前期課程にあつては，修了した後），宅地開発に関する技術

に関して４年以上の実務の経験を有する者 

  ニ 学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令（昭和１８年勅令第３６号）によ

る中等学校において，正規の土木，建築，都市計画又は造園に関する課程を修めて卒業した後，宅地開

発に関する技術に関して７年以上の実務の経験を有する者 

  ホ 技術士法（昭和５８年法律第２５号）による第２次試験のうち国土交通大臣が定める部門に合格した

者で，宅地開発に関する技術に関して２年以上の実務の経験を有するもの 

  ヘ 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）による一級建築士の資格を有する者で，宅地開発に関する技

術に関して２年以上の実務の経験を有するもの 

   ト  宅地開発に関する技術に関する７年以上の実務の経験を含む土木，建築，都市計画又は造園に関

する１０年以上の実務の経験を有する者で，次条から第１９条の４までの規定により国土交通大臣

の登録を受けた者（以下「登録講習機関」という。）がこの省令の定めるところにより行う講習（以

下「講習」という。）を修了した者  

  チ 国土交通大臣がイからトまでに掲げる者と同等以上の知識及び経験を有すると認めた者 

 二 開発区域の面積が２０ヘクタール以上の開発行為に関する工事にあつては，前号のいずれかに該当する

者で，開発区域の面積が２０ヘクタール以上の開発行為に関する工事の総合的な設計に係る設計図書の作

成に関する実務に従事したことのあるものその他国土交通大臣がこれと同等以上の経験を有すると認め

たものであること。 

本条は，開発行為に関する工事のうち，周辺に大きな影響を与えるおそれのあるもの，あるいは設計に

ついて専門的な能力を要するものについて，設計の適正を期すため設計者についての資格を規定したも

のである。開発区域の面積が１ヘクタール以上の開発行為に関する工事を実施するため必要な図面及び
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仕様書は，一定の資格を有する者が作成したものでなければならない。  

 この資格は建築士のように国家試験によって与えられる独自の資格ではなく，一定の学歴と経験を有す

る者に与えられる資格である。  

特に開発行為の面積が20ヘクタール以上について設計者の資格を加重したのは，20ヘクタール以上の

大規模な開発行為になれば，総合的な観点から計画することが要求され，道路，水路等の個々の施設に関

する経験のみでは不十分であるとする趣旨からである。  
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開発行為に係る設計者資格要件の一覧 

資格区分 

開発区域面積１ha未満 開発区域面積１ha以上（注） 

宅地造成工事規制区域において，

高さ５ｍを超える擁壁を設置する

場合又は切土・盛土の面積が

1,500㎡を超える土地において排

水施設を設置する場合［宅地造成

工事の設計者資格］ 

右記以外 

［開発行為の設計者資格］ 

宅地造成工事規制区域において，

高さ５ｍを超える擁壁を設置する

場合又は切土・盛土の面積が

1,500㎡を超える土地において排

水施設を設置する場合［開発行為

及び宅地造成工事の設計者資格］ 

高等教育機関の履修者 履修課程 実務経験 履修課程 実務経験 履修課程 実務経験 

【イ】学校教育法による大学（短期大

学を除く）又は旧大学令による大学に

おいて右の課程を修めて卒業後，右の

実務の経験を有する者 

土木又は

建築 

土木又は建築の技

術に関する２年以

上の実務経験 

土木，建

築，都市

計画又は

造園 

宅地開発の技術に

関する２年以上の

実務経験 

土木又は

建築 

宅地開発の技術に

関する２年以上の

実務経験を含む土

木又は建築の技術

に関する２年以上

の実務経験 

【ロ】学校教育法による短期大学（専

門職大学の前期課程を含む）において

右の修業年限３年の課程（夜間部は除

く）を修めて卒業後，右の実務の経験

を有する者 

土木又は

建築 

土木又は建築の技

術に関する３年以

上の実務経験 

土木，建

築，都市

計画又は

造園 

宅地開発の技術に

関する３年以上の

実務経験 

土木又は

建築 

宅地開発の技術に

関する３年以上の

実務経験を含む土

木又は建築の技術

に関する３年以上

の実務経験 

【ハ】ロに該当する者を除き，学校教

育法による短期大学（専門職大学の前

期課程を含む），高等専門学校，旧専

門学校令による専門学校において，右

の課程を修めて卒業後，右の実務の経

験を有する者 

土木又は

建築 

土木又は建築の技

術に関する４年以

上の実務経験 

土木，建

築，都市

計画又は

造園 

宅地開発の技術に

関する４年以上の

実務経験 

土木又は

建築 

宅地開発の技術に

関する４年以上の

実務経験を含む土

木又は建築の技術

に関する４年以上

の実務経験 

【ニ】学校教育法による高等学校若し

くは中等教育学校又は旧中等学校令に

よる中等学校において，右の課程を修

めて卒業後，右の実務の経験を有する

者 

土木又は

建築 

土木又は建築の技

術に関する７年以

上の実務経験 

土木，建

築，都市

計画又は

造園 

宅地開発の技術に

関する７年以上の

実務経験 

土木又は

建築 

宅地開発の技術に

関する７年以上の

実務経験を含む土

木又は建築の技術

に関する７年以上

の実務経験 

【チ】学校教育法による大学（短期大

学を除く）の大学院若しくは専攻科又

は旧大学令による大学の大学院若しく

は研究科に１年以上在学して右の事項

を専攻した後，右の実務の経験を有す

る者 

土木又は

建築 

土木又は建築の技

術に関する１年以

上の実務経験 

土木，建

築，都市

計画又は

造園 

宅地開発の技術に

関する１年以上の

実務経験 

土木又は

建築 

宅地開発の技術に

関する１年以上の

実務経験を含む土

木又は建築の技術

に関する１年以上

の実務経験 

技術士又は一級建築士 部門 実務経験 部門 実務経験 部門 実務経験 

【ホ】技術士法による第２次試験のう

ち右の部門に合格した者で，右の実務

の経験を有する者 

建設部門 
（実務経験を問わ

ない） 

建設部

門，水道

部門又は

衛生工学

部門 

宅地開発の技術に

関する２年以上の

実務経験 

建設部門 

宅地開発の技術に

関する２年以上の

実務経験 

【へ】建築士法による一級建築士の資

格を有する者で，右の実務の経験を有

する者 

－ 
（実務経験を問わ

ない） 
－ 

宅地開発の技術に

関する２年以上の

実務経験 

－ 

宅地開発の技術に

関する２年以上の

実務経験 

その他の者 実務経験 実務経験 実務経験 

【ト】右の実務の経験を有する者で，

国土交通大臣の登録を受けた講習機関

が行う講習を修了した者 

土木又は建築の技術に関する 10

年以上の実務経験 

宅地開発の技術に関する７年以上

の実務経験を含む土木，建築，都

市計画又は造園の技術に関する

10年以上の実務経験 

宅地開発の技術に関する７年以上

の実務経験を含む土木又は建築の

技術に関する 10年以上の実務経

験 

（注）開発区域の面積が 20ha以上の場合は，上表に加えて，開発区域の面積が 20ha以上の開発行為に関す 

   る工事の総合的な設計に係る設計図書の作成に関する実務に従事した経験を有すること。 
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６ 公共施設の管理者の同意及び協議（法第３２条） 

法第３２条（公共施設の管理者の同意等）  

開発許可を申請しようとする者は，あらかじめ，開発行為に関係がある公共施設の管理者と協議し，そ

の同意を得なければならない。  

２ 開発許可を申請しようとする者は，あらかじめ，開発行為又は開発行為に関する工事により設置され

る公共施設を管理することとなる者その他政令で定める者と協議しなければならない。  

３ 前２項に規定する公共施設の管理者又は公共施設を管理することとなる者は，公共施設の適切な管理

を確保する観点から，前２項の協議を行うものとする。  

法第３４条の２（開発許可の特例）  

１（略） 

２ 第３２条の規定は前項の協議を行おうとする国の機関又は都道府県等について，第４１条の規定は都道府

県知事が同項の協議を成立させる場合について，第４７条の規定は同項の協議が成立したときについて準用

する。 

 

令第２３条（開発行為を行なうについて協議すべき者）  

  開発区域の面積が２０ヘクタール以上の開発行為について開発許可を申請しようとする者は，あらか

じめ，次に掲げる者（開発区域の面積が４０ヘクタール未満の開発行為にあつては，第３号及び第４号

に掲げる者を除く。）と協議しなければならない。  

 一 当該開発区域内に居住することとなる者に関係がある義務教育施設の設置義務者  

 二 当該開発区域を給水区域に含む水道法第３条第５項に規定する水道事業者  

 三 当該開発区域を供給区域に含む電気事業法第２条第１項第９号に規定する一般送配電事業者及び同

項第11号の３に規定する配電事業者並びに及びガス事業法第２条第６項に規定する一般ガス導管事業

者 

 四 当該開発行為に関係がある鉄道事業法による鉄道事業者及び軌道法による軌道経営者  

開発許可（法第３４条の２に規定する協議を含む）を申請しようとする者は，あらかじめ，公共施設の

管理者の同意を得る等の手続をとるべき旨を定めることによって，開発行為の円滑な施行，公共施設の管

理の適正等を図る規定である。  

 (1) 「公共施設」は，第Ⅰ章２－１「開発行為の定義」２（１）を参照。  

（2） 「開発行為と関係がある公共施設」とは，開発区域内にある既設の公共施設のほか，開発区域外で

あっても開発区域に接続することとなる道路や，開発行為の実施に伴って変更又は廃止されること

となる公共施設も含む。また国土交通省所管国有財産のうち，道路法，河川法等の適用を受けない法

定外公共物（いわゆる「赤線」，「青線」）についても対象となる。  

（3） 本条の適用により農業用水路の管理者の同意を得なければならない場合，当該水路と一体として影

響を受けることとなる揚水機場又はため池で当該水路の管理者と異なる者が管理するものがあると

きは，水路の管理者の同意と併せて当該揚水機場又はため池の管理者の同意も必要である。  

    また必要があると認める場合においては，河川，農業用水路等の管理権限を有しない水利組合，水

利権者，農業用水使用管理者等の公共施設管理者でない者に対しても開発許可手続きとは別に十分

協議，調整を行うものとする。  

（4）  開発区域の面積が２０ヘクタール以上の開発行為について開発許可を申請しようとする者は，令第

２３条の規定により，義務教育施設の設置義務者等と協議しなければならない。これは大規模な開発

行為の施行が義務教育施設，水道，電気，ガス又は鉄軌道施設について新たな投資を必要とする等こ

れらの施設の整備計画に大きく影響を及ぼすので，このような開発行為が行われるに際してあらかじ
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め開発行為を行なおうとする者とこれらの施設の管理者との事前の話合いを行わせて，施設の管理者

が当該開発行為の施行に合わせて適時適切に施設の整備を行ないうるようにすることを趣旨とする

ものであり，開発行為を行う者に特別に負担を課するものではない。  

 

 開発規模による協議一覧  

開発区域の面積  20ha未満  20ha～40ha 40ha以上  

 公共施設管理者  

協   

 水道事業者  

議   義務教育施設設置義務者  

  一般送配電事業者，配電事業者及び一

般ガス導管事業者  

鉄 道 事 業 者 及 び 軌 道 経 営 者  

者   

  

 

７ 公共施設の土地の帰属（法第４０条） 

法第４０条（公共施設の用に供する土地の帰属） 

  開発許可を受けた開発行為又は開発行為に関する工事により，従前の公共施設に代えて新たな公共施設が設

置されることとなる場合においては，従前の公共施設の用に供していた土地で国又は地方公共団体が所有す

るものは，第３６条第３項の公告の日の翌日において当該開発許可を受けた者に帰属するものとし，これに代

わるものとして設置された新たな公共施設の用に供する土地は，その日においてそれぞれ国又は当該地方公

共団体に帰属するものとする。 

２ 開発許可を受けた開発行為又は開発行為に関する工事により設置された公共施設の用に供する土地は，前

項に規定するもの及び開発許可を受けた者が自ら管理するものを除き，第３６条第３項の公告の日の翌日に

おいて，前条の規定により当該公共施設を管理すべき者（その者が地方自治法第２条第９項第１号に規定する

第１号法定受託事務（以下単に「第１号法定受託事務」という。）として当該公共施設を管理する地方公共団

体であるときは，国）に帰属するものとする。 

３ 市街化区域内における都市計画施設である幹線街路その他の主要な公共施設で政令で定めるものの用に供

する土地が前項の規定により国又は地方公共団体に帰属することとなる場合においては，当該帰属に伴う費

用の負担について第３２条第２項の協議において別段の定めをした場合を除き，従前の所有者（第３６条第３

項の公告の日において当該土地を所有していた者をいう。）は，国又は地方公共団体に対し，政令で定めると

ころにより，当該土地の取得に要すべき費用の額の全部又は一部を負担すべきことを求めることができる。  

令第３２条（法第４０条第３項の政令で定める主要な公共施設等） 

  法第４０条第３項の主要な公共施設で政令で定めるものは，次に掲げるものとする。 

 一 都市計画施設である幅員１２メートル以上の道路，公園，緑地，広場，下水道（管渠を除く。），運河及

び水路 

 二 河川 

令第３３条 

  法第４０条第３項の規定により国又は地方公共団体に対し費用の負担の協議を求めようとする者は，法第

３６条第３項の規定による公告の日から起算して３月以内に，国土交通省令で定める書類を国又は当該地方
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公共団体に提出しなければならない。 

規則第３３条（費用の負担の協議に関する書類） 

  令第３３条の国土交通省令で定める書類は，次に掲げる事項を記載した書類，費用の負担を求めようとする

者が法第３６条第３項に規定する公告の日において当該費用の負担に係る土地を所有していたことを証する

書類並びに当該土地の位置及び区域を明示する図面とする。 

 一 費用の負担を求めようとする者の住所及び氏名 

 二 負担を求めようとする額 

 三 費用の負担を求めようとする土地の法第３６条第３項に規定する公告の日における所在，地番，地目及び

面積 

 四 費用の負担を求めようとする土地の取得に要すべき費用の額及びその積算の基礎 

本条は，開発許可を受けた開発行為又は開発行為に関する工事によって設置された公共施設の用に供す

る土地の帰属等について規定したものである。  

１ 第１項は，従前の公共施設を廃止してそれに代わる新たな公共施設を設置する場合の土地の交換につ

いての規定である。  

 （1） 開発許可を受けた開発行為又は開発行為に関する工事により従前の公共施設が廃止される場合，

その公共施設の用に供されていた土地は，その他の土地や建築物等と同様に開発許可を受けた者が

購入，交換等によってその権原を取得する必要があるが，都市計画法が道路，排水施設等の公共施

設を整備する義務を課したことと関連して，代替的な機能を有する公共施設が設置される場合には，

当該新設される公共施設の用に供する土地と，従前の公共施設の用に供されていた土地とが，法第

３６条第３項の公告の日の翌日において，当然に交換されるものとして整理することが事務処理上

便宜であると考えられるため，国有財産法及び地方公共団体の財産の処分に関する法令についての

特例を定めた規定となっている。  

（2）  「従前の公共施設に代えて」とは，従前の公共施設の機能に代わる公共施設という趣旨である。 

  したがって，その構造，規模等が同一であることを要せず，従前の公共施設が複数であって，それ

らを単一の公共施設にまとめて整備する場合も含まれる。  

（3） 本項は，従前の公共施設の用に供する土地が国又は地方公共団体の所有に係る場合についてのみ適

用される。その敷地が民有である場合を除外したのは，公共施設の用に供する土地は，原則として，

国又は地方公共団体が所有することが望ましく，本項の交換の規定を適用し，当然に民有地とするこ

とは望ましくないとの考え方によるものである。すなわち，民有地である敷地については，開発許可

を受けた者が買収する等により必要な権原を取得することが期待されていることになる。  

（4） 従前の公共施設の用に供していた土地は，「当該開発許可を受けた者に帰属する」こととなる。従

前の公共施設の用に供する土地が新たに設置される公共施設の用に供する土地の従前の所有者に帰

属することとしなかったのは，開発許可を受けた者が開発行為又は開発行為に関する工事が施行され

る土地の全部の所有者であることが一般的であり，そうでない場合でも開発許可を受けた者に帰属す

ることとした方が事務処理上便宜であるとの考えからである。なお，この帰属についても，不動産登

記法による登記が必要となる。  

 

２ 第２項は，第１項の交換の規定により国又は地方公共団体に帰属するものとされた土地及び開発許可を

受けた者が自ら管理する土地を除き，開発許可を受けた開発行為又は開発行為に関する工事により設置さ

れる公共施設の用に供する土地は，法第３９条の規定により当該公共施設を管理すべきとされた者に帰属

することを定めて，前条の規定と併せて公共施設に関する権利関係の簡明化を図っている。  
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 公共施設の帰属と管理（法第３９条） 

 本条は，開発許可を受けた開発行為又は開発行為に関する工事によって設置された公共施設の管理権の帰

属について規定したものである。すなわち，本条では，開発行為を行う場合に，都市計画上，災害の防災上，

環境の整備上の観点等から道路，公園，排水施設等の公共施設等の公共施設の整備を義務づけたことと関連し

て，設置された公共施設が事業の施行後においても適正に管理することを確保するため，設置された公共施設

の管理は，原則として本市が引き継ぐことを規定している。  

 なお，帰属について必要な書類等は，次ページの表に掲げるとおりである。  

  

法第３９条（開発行為等により設置された公共施設の管理）  

   開発許可を受けた開発行為又は開発行為に関する工事により公共施設が設置されたときは，その公共

施設は，第３６条第３項の公告の日の翌日において，その公共施設の存する市町村の管理に属するもの

とする。ただし，他の法律に基づく管理者が別にあるとき，又は第３２条第２項の協議により管理者に

ついて別段の定めをしたときは，それらの者の管理に属するものとする。  

要綱第２０条（公園等）  

１ 開発行為者は，公園，緑地又は広場（以下「公園等」という。）を設置する場合には，低湿地，架線下，

その他危険な場所を避け，安全かつ有効に利用できるような場所にその位置を定めるものとする。  

２，３ （略） 

４ 公園等の用地及び施設は，工事完了公告の日の翌日において本市に無償で帰属するものとする。ただ

し，予定建築物の用途が住宅以外のもので，かつ，開発行為による建築物の敷地が一である開発行為の場

合はこの限りでない。  

５ 第３項の規定により整備された公園等において，前項ただし書の規定により本市に帰属しないことと

なる当該公園等の用地及び施設の管理については，開発行為者の責任において行うものとする。  

要綱第２５条（公益施設）  

  開発行為者は，市長が別に定める基準に従い，定日に収集する一般廃棄物（し尿及び粗大ごみを除

く。）の集積所（以下「集積所」という。）を設置するものとする。ただし，開発区域周辺における

類似の施設の配置状況を勘案し，当該集積所を設置しないことについて，開発行為者と本市との間で

あらかじめ協議が成立している場合は，この限りでない。  

２ 前項の集積所の用に供する用地および施設は，原則として，工事完了公告の日の翌日において本市に

無償で提供するものとする。  

３ 戸建住宅以外の建築物の利用に供する集積所は，原則として，開発行為者の責任において管理するも

のとする。 

４ 開発行為者は，主として住宅の建築の用に供する目的で行う場合であって，開発区域の面積が１ヘク

タール以上のものについては，市長が別に定める基準に従い，開発区域内に集会所の用地を確保するも

のとする。ただし，開発区域周辺における類似の施設の配置状況を勘案し，当該用地を確保しないこと

について，開発行為者と本市との間であらかじめ協議が成立している場合は，この限りでない。 

５ 前項の規定により確保した用地は，原則として，工事完了公告の日の翌日において本市に無償で提供

するものとする。  

６（略） 
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公共・公益施設の帰属及び寄付に必要な図書  

 施 設 名 提出図書 
添 付 図 書 

提 出 先 
共 通 個 別 

公 

共 

施 

設 

道 路 引渡書 

下 表 

(1)～(9) 

の図書 

道路施設構造物引渡書  

道路施設構造物出来形図  

構造物詳細図  

開発行為に関する検査済証（写） 

施設構造物内訳書  

街路樹等引渡調書  

1ha 以上 

建設局道路部道路管理課  

1ha 未満 各区建設部道路課  

※宮城総合支所管内は  

宮城総合支所道路課  

※秋保城総合支所管内は  

秋保総合支所建設課 

 公園等 引渡書 公園平面図・断面図  

（施設および植栽） 

各種構造図  

都市公園台帳等調書  

その他図書  

（電力水道等申込関係書，建築

確認検査済証等および取扱説

明書，保証書等） 

公園全景写真  

1ha 以上 

建設局百年の杜推進部公園管理課  

1ha 未満 各区建設部公園課  

※宮城総合支所管内は  

宮城総合支所公園課  

※秋保城総合支所管内は  

秋保総合支所建設課  

緑 地 引渡書 緑地施設調書  

植栽平面図  

建設局百年の杜推進部公園管理課  

下水道施設 引渡書 下水道平面図・縦断図  

各種構造図  

下水道施設調書  

その他 

（開発行為事前協議（下水道施

設）申請の手引きを参照） 

建設局下水道建設部下水道計画課  

河 川 引渡書 河川平面図  

河川縦断図  

河川横断図  

構造物詳細図  

施設調書 

建設局下水道建設部河川課  

消防水利施設  引継書 開発行為指導等に係る消防施

設指導基準に基づく図書  

消防局警防部警防課  

公
益
施
設 

ごみ集積所 寄附申出書  
下 表 

(1)～(10) 

の図書 

ごみ集積所出来形図（確定図） 環境局施設部施設課  

その他   当該公益施設管理部局  

※ 必須図書を示したものであり，これ以外にも必要図書が生じる場合がある。なお，詳細につ

いては，事前に各管理者に確認すること。  
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 （１）位置図  １／２，５００以上 仙台市街地図等複写  

（２）土地利用計画図  １／５００以上  

（３）求積図  １／２５０以上（一筆毎に点間距離を記入し求積計算をする）  

（４）公図写  法務局備付〔隣接地番所有者名記入〕  

（５）土地の登記事項証明書  
所有権以外の権利のないこと（抵当権等所有権以外の権利が設定されてい

る場合は工事完了までに権利を抹消すること。）  

（６）登記承諾書   

（７）印鑑証明書   

（８）資格証明書  

（登記事項証明書）  
法人で仙台法務局本局登録以外の場合  

（９）隣地の境界承諾図  １／２５０以上（図面に隣接者の住所，氏名及び土地の地番記入し押印） 

（１０）寄付証書   
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８ 許可又は不許可の通知等（法第３５条） 

法第３５条（許可又は不許可の通知）  

  都道府県知事（指定都市にあつては，当該指定都市の長）は，開発許可の申請があつたときは，遅滞なく，

許可又は不許可の処分をしなければならない。  

２ 前項の処分をするには，文書をもつて当該申請者に通知しなければならない。  

(1) 仙台市行政手続条例第４条の規定による標準処理期間は，開発審査会の議を経るものについては２ヶ

月，その他のものについては１ヶ月としている。当該処理期間は許可又は不許可の処分に至るおおむね

の目安であり，また，申請者が補正に要する日数はこれに含まれないこととなる。  

 なお，行政手続法の規定により，不許可の処分をする場合は同時に不許可の理由が示されることとな

る。  

(2) 本条による処分の効力発生時期は，民法第９７条の到達主義の一般原則により，その通知が被処分者

に到達したときである。到達とは，相手方が受領し得る状態におかれることであって，相手方が現実に

了知しなくても社会通念上，了知し得るべき客観的状態を生じたと認められることで足りる。  

 

 

９ 許可の条件（法第７９条） 

法第７９条（許可等の条件）  

  この法律の規定による許可，認可又は承認には，都市計画上必要な条件を附することができる。この

場合において，その条件は，当該許可，認可又は承認を受けた者に不当な義務を課するものであつては

ならない。  

 本条は，許可等において，防災や開発行為の適正な施行等を確保するため，必要な条件を付すことを想

定した規定である。また，「不当な義務」とは都市計画を推進する上で必要とされる合理的な範囲を越え

て私権を制限する場合のことである。  
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１０ 変更の許可と変更届（法第３５条の２） 

法第３５条の２（変更の許可等） 

  開発許可を受けた者は，第３０条第１項各号に掲げる事項の変更をしようとする場合においては，都道府

県知事（指定都市にあつては，当該指定都市の長）の許可を受けなければならない。ただし，変更の許可の

申請に係る開発行為が，第２９条第１項の許可に係るものにあつては同項各号に掲げる開発行為，同条第２

項の許可に係るものにあつては同項の政令で定める規模未満の開発行為若しくは同項各号に掲げる開発行

為に該当するとき，又は国土交通省令で定める軽微な変更をしようとするときは，この限りでない。  

２ 前項の許可を受けようとする者は，国土交通省令で定める事項を記載した申請書を都道府県知事（指定都

市にあつては，当該指定都市の長）に提出しなければならない。 

３ 開発許可を受けた者は，第１項ただし書の国土交通省令で定める軽微な変更をしたときは，遅滞なく，そ

の旨を都道府県知事（指定都市にあつては，当該指定都市の長）に届け出なければならない。 

４ 第３１条の規定は変更後の開発行為に関する工事が同条の国土交通省令で定める工事に該当する場合に

ついて，第３２条の規定は開発行為に関係がある公共施設若しくは当該開発行為若しくは当該開発行為に関

する工事により設置される公共施設に関する事項の変更をしようとする場合又は同条の政令で定める者と

の協議に係る開発行為に関する事項であつて政令で定めるものの変更をしようとする場合について，第３３

条，第３４条，前条及び第４１条の規定は第１項の規定による許可について，第３４条の２の規定は第１項

の規定により国又は都道府県等が同項の許可を受けなければならない場合について，第４７条第１項の規定

は第１項の規定による許可及び第３項の規定による届出について準用する。この場合において，第４７条第

１項中「次に掲げる事項」とあるのは，「変更の許可又は届出の年月日及び第２号から第６号までに掲げる

事項のうち当該変更に係る事項」と読み替えるものとする。 

５ 第１項又は第３項の場合における次条，第３７条，第３９条，第４０条，第４２条から第４５条まで及び

第４７条第２項の規定の適用については，第１項の規定による許可又は第３項の規定による届出に係る変更

後の内容を開発許可の内容とみなす。 

令３１条（開発行為の変更について協議すべき事項等） 

  第２３条各号に掲げる者との協議に係る開発行為に関する事項で法第３５条の２第４項の政令で定める 

ものは，次に掲げるものとする。 

  一 開発区域の位置，区域又は規模 

 二 予定建築物等の用途 

 三 協議をするべき者に係る公益的施設の設計 

２ 第２３条の規定は，開発区域の区域又は規模の変更に伴い，開発区域の面積が２０ヘクタール（同条第３

号又は第４号に掲げる者との協議にあつては，４０ヘクタール）以上となる場合について準用する。  

規則第２８条の２（変更の許可の申請書の記載事項） 

  法第３５条の２第２項の国土交通省令で定める事項は，次に掲げるものとする。 

 一 変更に係る事項 

 二 変更の理由 

 三 開発許可の許可番号 

規則第２８条の３（変更の許可の申請書の添付図書） 

  法第３５条の２第２項の申請書には，法第３０条第２項に規定する図書のうち開発行為の変更に伴いその
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内容が変更されるものを添付しなければならない。この場合においては，第１７条第２項から第４項までの

規定を準用する。 

規則第２８条の４（軽微な変更） 

  法第３５条の２第１項ただし書の国土交通省令で定める軽微な変更は，次に掲げるものとする。  

 一 設計の変更のうち予定建築物等の敷地の形状の変更。ただし，次に掲げるものを除く。 

  イ 予定建築物等の敷地の規模の１０分の１以上の増減を伴うもの 

  ロ 住宅以外の建築物又は第一種特定工作物の敷地の規模の増加を伴うもので，当該敷地の規模が   

１,０００平方メートル以上となるもの 

 二 工事施行者の変更。ただし，主として，自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開

発行為又は住宅以外の建築物若しくは特定工作物で自己の業務の用に供するものの建築若しくは建設の

用に供する目的で行う開発行為（開発区域の面積が１ヘクタール以上のものを除く。）以外の開発行為に

あつては，工事施行者の氏名若しくは名称又は住所の変更に限る。 

 三 工事の着手予定年月日又は工事の完了予定年月日の変更 

 

市規則第７条（変更の許可） 

  法第３５条の２第１項本文の規定による許可を受けようとする者は，開発行為変更許可申請書を市長に提

出しなければならない。 

市規則第８条（変更の届出） 

  開発許可を受けた者は，法第３５条の２第３項の規定による届出を行おうとする場合又は次に掲げる事項

に変更があった場合は，速やかに変更届出書を市長に提出しなければならない。 

（1） 開発許可を受けた者の氏名又は名称 

（2） 開発許可を受けた者の住所又は主たる事務所の所在地 

（3） 法人である場合は，その代表役員の氏名 

 

法第８０条（報告，勧告，援助等） 

  国土交通大臣は国の機関以外の施行者に対し，都道府県知事は施行者である市町村又はこの法律の規定に

よる許可，認可若しくは承認を受けた者に対し，市長はこの法律の規定による許可又は承認を受けた者に対

し，この法律の施行のため必要な限度において，報告若しくは資料の提出を求め，又は必要な勧告若しくは

助言をすることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本条は，開発許可を受けた後に許可の内容を変更する場合，同一性が失われない範囲の変更について

は，変更許可を受けることにより手続きの迅速化を図ることができることの規定である。法第34条の２

に規定する国又は都道府県等が行う開発行為の変更については，開発許可権者との協議の成立をもって

変更許可があったものとみなす。  

また，軽微な変更については，変更許可に代わって届出で足りるとされている。  

  工事完了予定年月日を過ぎてなお工事完了の届出がないものについては，相当の期間を置いて進行状

況，工事続行の意思等について法第80条に基づき報告を求める場合がある。  
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１ 変更許可を受けなければならない場合  

 変更する事項  

（1）  開発区域の位置，区域，規模及び工区  

（2）  予定建築物又は特定工作物の用途  

（3）  開発行為に関する設計  

（4）  工事施行者（自己の居住用及び１ｈａ未満の自己の業務用を除く）  

（5）  自己の居住用，自己の業務用，非自己用の区別  

（6）  法第３４条該当号及び該当理由  

（7）  資金計画（自己の居住用及び１ｈａ未満の自己の業務用を除く）  

 法第34条の２の特例許可を受けた開発行為については，資金計画及び工事施行者は許可を要する変更事

項ではないものとする。  

 

２ 変更許可を受けなくてもよい場合  

新たな開発行為が次に掲げる事項のいずれかに該当するもの  

（1）  法第２９条第１項各号に該当するもの  

（2）  法第２９条第２項に該当するもので，その規模が政令で定める規模（１ｈａ）未満であるもの  

 

３ 軽微な変更として許可までは要しないが届出を要するもの  

（1）  

設計の変更のうち予定建築物等の敷地の形状の変更  

 ただし，次に掲げるものは変更の許可を要する。  

①  予定建築物等の敷地の規模の１０分の１以上の増減を伴うもの  

②  住宅以外の建築物又は第1種特定工作物の敷地の規模の増加を伴うもので，当該敷地の

規模が1,000㎡以上となるもの  

（2）  工事施行者の変更（自己の居住用及び１ｈａ未満の自己の業務用に限る。）  

（3）  工事の着手予定年月日又は完了予定年月日の変更  
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１１ 工事着手届及び許可標識の掲示（条例第２条・条例第３条） 

条例第２条（開発許可標識の掲示）  

   法第２９条第１項又は第２項の規定による許可（以下「開発許可」という。）を受けた者は，当該開発

許可に係る工事に着手する日から法第３６条第３項の規定による公告の日まで，工事現場において公衆の

見やすい場所に，規則で定める事項を記載した開発許可標識を掲げなければならない。  

２ 法第３５条の２第１項の規定による許可を受けた者又は同条第３項の規定による届出をした者は，速

やかに，前項の開発許可標識に必要な修正を加えなければならない。  

条例第３条（工事着手の届出）  

  開発許可を受けた者は，当該開発許可に係る工事に着手したときは，規則で定めるところにより，速や

かに，その旨を市長に届け出なければならない。  

市規則第５条（開発許可標識の記載事項）  

 条例第２条第１項に規定する規則で定める事項は，次に掲げる事項とする。  

(1) 法第２９条の規定による市長の許可（以下「開発許可」という。）を受けた開発行為であること  

(2) 開発許可の年月日及び番号  

(3) 開発許可を受けた者の住所及び氏名又は名称  

(4) 設計者の住所及び氏名  

(5) 開発区域に含まれる地域  

(6) 開発区域の面積  

(7) 工事期間 

(8) 工事施行者の住所及び氏名又は名称  

市規則第６条（工事着手の届出）  

  条例第３条の規定による届出は，工事着手届出書を市長に提出することにより行うものとする。  

２ 前項の工事着手届出書には，主要な工事の工程表を添付しなければならない。  

 

 開発許可標識の様式については，第Ⅴ章２「各種様式」の様式番号１９を参照のこと。  
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１２ 開発行為の廃止（法第３８条） 

法第３８条（開発行為の廃止）  

 開発許可を受けた者は，開発行為に関する工事を廃止したときは，遅滞なく，国土交通省令で定める

ところにより，その旨を都道府県知事（指定都市にあつては，当該指定都市の長）に届け出なければなら

ない。  

規則第３２条（開発行為に関する工事の廃止の届出）  

 法第３８条に規定する開発行為に関する工事の廃止の届出は，別記様式第八による開発行為に関す

る工事の廃止の届出書を提出して行なうものとする。  

規則第３７条（登録簿の閉鎖）  

  都道府県知事（指定都市にあつては，当該指定都市の長）は，法第３８条の規定による開発行為の廃止

の届出があつた場合は，遅滞なく，登録簿を閉鎖しなければならない。  

 

 

 

 

 

 

 

(1) 開発行為に関する工事をむやみに中途で廃止されることとなると，その周辺地域に対して溢水等の

被害をおよぼしたり，公共施設の機能を阻害したり環境を害したりするおそれがあるため，開発行為

に関する工事を廃止する場合には，工事廃止の届出をすることを規定している。届出を怠り又は虚偽

の届出をすると罰則があるほか，廃止した場合の事後処理に関する事項が許可の条件として附されて

いる場合は，届出のほかに条件の履行が求められる。  

(2) 開発行為の廃止は開発区域の全部を廃止することをいい，部分的な廃止をしようとするときは法第  

 ３５条の２の規定による開発行為の変更の許可により処理する。  

(3) 本条の規定による開発行為の廃止の届出があった場合には，当該許可の開発登録簿が閉鎖される。  

(4) 工事完了予定年月日を過ぎても工事完了の届出がないものについては，進行状況，工事続行の意志

等について法第８０条に基づき報告を求める場合がある。  
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１３ 許可に基づく地位の承継（法第４４条・法第４５条） 

１３－１ 一般承継（法第４４条） 

法第４４条（許可に基づく地位の承継）  

  開発許可又は前条第１項の許可を受けた者の相続人その他の一般承継人は，被承継人が有していた当

該許可に基づく地位を承継する。  

条例第４条（許可に基づく地位の承継の届出）  

  法第４４条の規定により開発許可に基づく地位を承継した者は，規則で定めるところにより，速やか

に，その旨を市長に届け出なければならない。  

市規則１２条（許可に基づく地位の承継の届出）  

  条例第４条の規定による届出は，地位承継届出書を市長に提出することにより行うものとする。  

２ 前項の地位承継届出書には，次に掲げる書類（自己居住用開発行為又は小規模自己業務用開発行為に

あっては，第１号に掲げる書類）を添付しなければならない。  

（1） 開発許可に基づく地位を承継したことを証する書類  

（2） 第３条第３号に掲げる書類（工事施行者に係るものを除く。）  

 本条は，法第２９条第１項若しくは第２項の開発許可又は法第４３条第１項の許可を受けた者の一般承

継人の許可に基づく地位の承継について規定したものである。  

１ 一般承継人  

 「一般承継人」とは，相続人のほか，合併後存続する法人（吸収合併の場合）又は合併により新たに

設立された法人（新設合併の場合）をいう。  

２ 許可に基づく地位  

 「許可に基づく地位」とは，許可を受けたことによって発生する権利と義務のすべてをいい，次のよう

な事項をいう。  

(1) 適法に開発行為又は法第４３条第１項の許可を要する建築行為若しくは用途の変更を行うことが

できる権能  

(2) 公共施設の管理者の同意，協議によって定められている公共施設の設置，変更の権能  

(3) 土地所有者等との工事につき同意を得ているという地位  

(4) 工事完了の届出義務，工事廃止の届出義務  
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３ 地位の承継届出書添付図書   

図      書      名 

１ 地位の承継届出書  

２ 委任状（印鑑証明書付）  

３ 位置図 

４ 区域図（１ /２，５００）  

５ 申請者住民票，法人の登記事項証明書  

６ 

 

 

申請者の資力及び信用に関

する書類（ただし，自己用住

宅又は面積１ヘクタール未

満の自己の業務の用に供す

る建築物等を目的で行う開

発行為を除く。）  

 

法人の場合  

規則第１６条の資金計画書  

事業経歴書  

直前の事業年度に係る法人税の納税証明書  

法人の市民税及び事業所税に係る市長に対す

る申告（当該申告の義務を有する場合に限る。）

を行っていること並びに本市に納付すべき個

人の市民税（当該法人が仙台市市税条例（昭和

40年仙台市条例第１号）第22条各項の規定によ

り特別徴収義務者に指定されている場合に限

る。），法人の市民税，固定資産税，軽自動車

税，特別土地保有税，事業所税及び都市計画税

の滞納がないことの証明書  

 

個人の場合  

規則第１６条の資金計画書  

事業経歴書  

直前の年に係る所得税の納税証明書  

本市に納付すべき個人の市民税（地方税法（昭

和25年法律第226号）第319条第１項の規定に

より普通徴収の方法によって徴収されるもの

に限る。），固定資産税，軽自動車税及び都市

計画税の滞納がないことの証明書  

７ 土地の登記事項証明書及び地位を承継したことを証する書類  

８ その他市長が必要と認める書類  
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１３－２ 特定承継（法第４５条） 

法第４５条（許可に基づく地位の承継）  

  開発許可を受けた者から当該開発区域内の土地の所有権その他当該開発行為に関する工事を施行す

る権原を取得した者は，都道府県知事（指定都市にあつては，当該指定都市の長）の承認を受けて，当該

開発許可を受けた者が有していた当該開発許可に基づく地位を承継することができる。  

市規則第１３条（開発許可に基づく地位の承継の承認申請）  

法第４５条の規定による承認を受けようとする者は，次に掲げる書類（自己居住用開発行為又は小規

模自己業務用開発行為にあっては，第１号及び第４号に掲げる書類）を添えて，地位承継承認申請書を

市長に提出しなければならない。  

（1） 第３条第２号に掲げる書類（工事施行者に係る書類を除く。）  

（2） 第３条第３号に掲げる書類（工事施行者に係る書類を除く。）  

（3） 省令第１６条第５項に規定する資金計画書  

（4） 土地の所有権その他開発行為に関する工事を施行する権原を取得したことを証する書類  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 特定承継人  

 「特定承継人」とは，開発許可を受けた者から当該開発区域内の土地の所有権その他当該開発行為に関

する工事を施行する権原を取得した者のことである。  

 特定承継人は，開発許可権者の承認を受けて，開発許可に基づく地位の承継することができる。  

２ 承継の基準  

 申請者が当該開発区域内の土地の所有権その他当該開発行為に関する工事を施行する権原を取得して

いる他当初の許可どおりの開発行為を行うために必要な資力及び信用を有しているものであれば承認を

与えている。  

３ 開発許可に基づく地位  

 一般承継の場合と同じである。  

４ 本条に基づく特定承継の留意点  

（1）法第３４条第１３号に該当するものとして開発許可を受けた開発行為については，その性格上，法

第４５条による承認はできない。  

（2）法２９条の許可と異なり，法第４３条第１項の許可に基づく地位の承継は対象とされていない。  

５ 地位の承継承認申請書添付図書  

 
図      書      名 

１ 地位の承継承認申請書  

２ 委任状（印鑑証明書付）  

３ 位置図 

４ 区域図（１／2,500） 

５ 申請者住民票，法人の登記事項証明書  
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６ 

申請者の資力及び信用に関

する書類（ただし，自己用住

宅又は面積１ヘクタール未

満の自己の業務の用に供す

る建築物等を目的で行う開

発行為を除く。）  

法人の場合  

規則第１６条の資金計画書  

事業経歴書  

直前の事業年度に係る法人税の納税証明書  

法人の市民税及び事業所税に係る市長に対する

申告（当該申告の義務を有する場合に限る。）を

行っていること並びに本市に納付すべき個人の

市民税（当該法人が仙台市市税条例（昭和４０年

仙台市条例第１号）第２２条各項の規定により

特別徴収義務者に指定されている場合に限

る。），法人の市民税，固定資産税，軽自動車税，

特別土地保有税，事業所税及び都市計画税の滞

納がないことの証明書  

個人の場合  

規則第１６条の資金計画書  

事業経歴書  

直前の年に係る所得税の納税証明書  

本市に納付すべき個人の市民税（地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）第３１９条第１項の規

定により普通徴収の方法によって徴収されるも

のに限る。），固定資産税，軽自動車税及び都市計

画税の滞納がないことの証明書  

７ 土地の登記事項証明書及び地位を承継したことを証する書類  

８ 権原を取得したことを証する書類  

被承継人の同意書  

土地所有権取得を証する書類 

 
９ その他市長が必要と認める図書 
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１４ 工事完了公告前の建築制限（法第３７条） 

法第３７条（建築制限等） 

  開発許可を受けた開発区域内の土地においては，前条第３項の公告があるまでの間は，建築物を建築し，

又は特定工作物を建設してはならない。ただし，次の各号の一に該当するときは，この限りでない。  

一 当該開発行為に関する工事用の仮設建築物又は特定工作物を建築し，又は建設するとき，その他都道府

県知事（指定都市にあつては，当該指定都市の長）が支障がないと認めたとき。 

 二 第３３条第１項第１４号に規定する同意をしていない者が，その権利の行使として建築物を建築し，  

  又は特定工作物を建設するとき。 

市規則第９条（工事完了公告前の建築等の承認申請） 

  法第３７条第１号の規定による承認を受けようとする者は，次の各号に掲げる図書を添えて，工事完了公

告前の建築（建設）承認申請書を市長に提出しなければならない。 

（1） 建築物又は特定工作物の敷地の位置及び区域を表示する図面  

（2） 敷地内における建築物又は特定工作物の位置を表示する図面で縮尺1／300以上のもの  

（3） 建築物又は特定工作物の平面図及び２面以上の立面図で縮尺１／100以上のもの 

（4） 前３号に掲げるもののほか，市長が必要と認める図書  

 本条は，開発区域内の土地において工事完了公告があるまでの間に行われる建築物の建築又は特定工

作物の建設を禁止することによって開発行為が許可どおりに行われることを担保しようとするもので

ある。  

  したがって，開発許可を受けた開発区域内においては，工事完了公告があるまでの間は，開発許可を受

けた事業主のみでなく，何人も建築物を建築し，又は特定工作物を建設してはならない。ただし，次のい

ずれかに該当するものは，この限りでない。  

（1）  当該開発行為の施行のための工事用仮設建築物の建築又は特定工作物の建設  

（2）  法第３３条第１項第１４号に規定する同意をしていない者（開発区域内の土地又は建築物に関す

る権利を有している者でその開発行為に同意していない者）が，自己の権利を有する土地に権限の行

使として建築又は建設するとき  

（3）  県知事（指定都市にあっては，当該指定都市の長）が支障ないものとして認めたとき  

 「県知事（指定都市にあっては，当該指定都市の長）が支障がないと認めたとき」とは，開発工事  

と建築工事を同時に施工することが開発区域及びその周辺の安全上問題がなく，かつ次に掲げる場  

合が該当する。  

①  官公署，地区センターその他の公益的施設の機能を先行的に確保する必要がある場合  

②  既存の建築物を開発区域に移転し改築する場合  

③  開発行為者自らが建築物を建築し，かつ，工事の施工手順や技術上の問題から，開発工事と建築

工事を同時に行うことがやむを得ないと認められる場合  

④  第二種特定工作物に係る開発許可を受けたもので，当該開発行為（土地の区画形質の変更）と第

二種特定工作物の建設を一体的に行うことが合理的と認められる場合  

 なお，本承認申請にあたっては，申請の時点で以下のすべてを満たしていることを条件とする。  

 ア 上記の①から④に該当する部分以外の開発行為に関する工事の施工がおおむね完了してい

ること。 

 イ 当該開発行為により設置される公共施設の施工がおおむね完了していること。  

 ウ 建築工事の完了前に開発行為の工事が完了すると認められること。  
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工 事 完 了 公 告 前 の 建 築 （ 建 設 ） 承 認 申 請 書 添 付 図 書  

図       書       名 

１ 工事完了公告前の建築（建設）承認申請書  

２ 工事完了公告前の建築（建設）申請理由書  

３ 位置図（都市計画図 1/50,000 以上） 

４ 区域図（都市計画図 1/2,500 以上） 

５ 現況平面図  

６ 土地利用計画平面図  

７  開発行為に関する工事の進捗出来高内訳書（施工が完了した割合を示すもの）  

８ 造成計画平面図（施工が完了した範囲を示すもの）  

９  建築（建設）図面（平面，立面図）  

１０  詳細図面（理由書に関連するもの）  

１１  施工が完了した部分の写真  

１２ 計画工程表（建築工事と開発工事の工程を示すもの）  

１３ その他市長が必要と認める図書  
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１５ 工事完了検査（法第３６条） 

法第３６条（工事完了の検査）  

  開発許可を受けた者は，当該開発区域（開発区域を工区に分けたときは，工区）の全部について当該

開発行為に関する工事（当該開発行為に関する工事のうち公共施設に関する部分については，当該公共

施設に関する工事）を完了したときは，国土交通省令で定めるところにより，その旨を都道府県知事（指

定都市にあつては，当該指定都市の長）に届け出なければならない。  

２ 都道府県知事（指定都市にあつては，当該指定都市の長）は，前項の規定による届出があつたときは，

遅滞なく，当該工事が開発許可の内容に適合しているかどうかについて検査し，その検査の結果当該工

事が当該開発許可の内容に適合していると認めたときは，国土交通省令で定める様式の検査済証を当該

開発許可を受けた者に交付しなければならない。  

３ 都道府県知事（指定都市にあつては，当該指定都市の長）は，前項の規定により検査済証を交付したと

きは，遅滞なく，国土交通省令で定めるところにより，当該工事が完了した旨を公告しなければならな

い。この場合において，当該工事が津波災害特別警戒区域（津波防災地域づくりに関する法律第７２条

第１項の津波災害特別警戒区域をいう。以下この項において同じ。）内における同法第７３条第１項に

規定する特定開発行為（同条第４項各号に掲げる行為を除く。）に係るものであり，かつ，当該工事の

完了後において当該工事に係る同条第４項第１号に規定する開発区域（津波災害特別警戒区域内のもの

に限る。）に地盤面の高さが同法第５３条第２項に規定する基準水位以上である土地の区域があるとき

は，その区域を併せて公告しなければならない。  

１ 工事完了の届出  

 開発許可を受けた者は開発許可を受けた工事が，次に掲げる場合により完了したときは，規則に定める

完了届出書に工事写真を添付して提出し，検査を受けなければならない。なお，公共施設に関する工事の

部分を全体の工事と切り離して届け出ることができることとしたのは，公共工事に関する工事を他の工事

に先立って検査して，管理者への引継ぎ，土地の帰属，費用の負担等の手続きの処理を迅速に進めること

が合理的であると判断されるからである。  

（1） 開発区域全部の工事を完了したとき  

（2） 開発区域を工区に分けて許可を受けたときは，それぞれの工区の全部の工事を完了したとき  

（3） 公共施設の工事を完了したとき  

２ 完了検査の内容  

（1） 「開発許可の内容に適合している」とは，いわば物理的，技術的に許可の内容を充足しているかど

うかの検査であり，権利関係についてまでは含まれない。  

（2） 道路等が，物理的，技術的に許可の内容通り工事が施工されている場合でも，工事完了後の帰属・

管理に支障が及ぶような場合，つまり法第３２条の協議の内容が実現できないような場合には，本

来の意味の「開発許可の内容に適合している」とは認められない。  

    したがって，公共公益施設の帰属等の手続きに関して，必要な事前手続き（抵当権等所有権以外

の権利の抹消，分合筆等）がある場合は，完了届けの提出前に行う必要がある。  

（3） 「開発許可の内容」には，許可に付された条件を含むことはもちろんである。検査の結果，当該工

事が当該開発許可内容に適合していないときは，市長は検査済証の交付と工事完了公告を行わない

ため，当該宅地についても建築も禁止されたままであるし（法第３７条），工事完了に伴う各種の

法律効果（法第３９条 [開発行為等により設置された公共施設の管理 ]，法第４０条 [公共施設の用に

供する土地の帰属 ]など）も生じないこととなる。  
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 ３ 工事完了検査の確認事項の例  

    検  査  区  分                 確    認    事    項  

 位置・区域  □ 開発許可工事に係る位置及び区域  

   □ 土地利用計画図による配置  

   □ 境界杭  

 面  積  □ 開発許可工事に係る面積  

   □ 公園，緑地等の面積  

   □ 任意の街区抽出による区画数及び区画面積  

 整地状況  □ 極端な落ち込み等  

   □ 地盤改良方法  

 道  路  □ 延長及び線形  

   □ 幅員及びすみ切り等  

   □ 断面構造  

   □ コア採取による舗装厚(延長500ｍ以内は２箇所，500ｍを超える部  

    分は300ｍごとに１箇所以上を採取)  

  □ ガードフェンス，カーブミラー等の安全施設  

  □ 電柱・電線の占用が適切かどうか  

 側溝・街渠  □ 規格寸法及び破損の有無  

   □ 目地仕上げ及び勾配  

   □ 舗装面とのすりつけ及び街渠ますへの取付状態  

 管  渠  □ 材料，規格，寸法  

  (下水・排水路)  □ 管底高及び土被り  

   □ 勾配，通り及び管内清掃状況  

   □ 埋戻し，突固め状況  

 マンホール及びます   □ 材料，規格，寸法  

  (下水・排水路)  □ 仕上げ高及び深さ  

   □ 形状，寸法，位置，個数  

   □ 内部の仕上がり状況  

   □ 足掛金具取付位置の良否  

   □ 埋戻し及び周辺地盤状況  

 擁 壁 等  □ 使用材料の材質，規格，寸法  

  (石積み)  □ 天端幅，延長，基礎高，地上高，勾配，積み方等  

  (コンクリートブロック積み)  □ 基礎の根入れ，のり長及びのり勾配  

  (ＲＣ造)  □ 裏込めコンクリート及び裏込め栗石(又は砕石)充填状況  

   □ ＲＣ造の配筋状況  

   □ 伸縮目地，水抜穴の径・配置及び詰まりの有無  

   □ 土圧等によるはらみ及び傾き（伸縮目地箇所でチェック）  

   □ 地盤の許容応力度  

   □ 地盤不良等による沈下及び亀裂  

 階  段  □ 踏面，けあげ，幅員，排水状況  

   □ 手すりの寸法  
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 の り 面  □ のり勾配，犬走り，のり面のはらみ等  

   □ のり面の種子吹付の発芽状況及び張芝等の活着状況  

   □ のり面の湧き水による侵食，崩れ，雨水による洗掘状況  

 防災施設等  □ 調整池の構造及び容量  

   □ オリフィス断面，放流管，洪水吐の位置及び寸法  

   □ 外周施設  

 公共施設  □ 道路      □ 公園       □ 下水道  

  (管理予定者の検査状況)  □ 緑地   □ 消防水利施設等 

□ その他（     ） 
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１６ 開発登録簿（法第４６条・法第４７条） 

法第４６条（開発登録簿） 

  都道府県知事（指定都市にあつては，当該指定都市の長）は，開発登録簿（以下「登録簿」という。）を

調製し，保管しなければならない。 

法第４７条 

  都道府県知事（指定都市にあつては，当該指定都市の長）は，開発許可をしたときは，当該許可に係る土

地について，次に掲げる事項を登録簿に登録しなければならない。 

 一 開発許可の年月日 

 二 予定建築物等（用途地域等の区域内の建築物及び第一種特定工作物を除く。）の用途 

 三 公共施設の種類，位置及び区域 

 四 前三号に掲げるもののほか，開発許可の内容 

 五 第４１条第１項の規定による制限の内容 

 六 前各号に定めるもののほか，国土交通省令で定める事項 

２ 都道府県知事（指定都市にあつては，当該指定都市の長）は，第３６条の規定による完了検査を行なつた

場合において，当該工事が当該開発許可の内容に適合すると認めたときは，登録簿にその旨を附記しなけれ

ばならない。 

３ 第４１条第２項ただし書若しくは第４２条第１項ただし書の規定による許可があつたとき，又は同条第２

項の協議が成立したときも，前項と同様とする。 

４ 都道府県知事（指定都市にあつては，当該指定都市の長）は，第８１条第１項の規定による処分により第

１項各号に掲げる事項について変動を生じたときは，登録簿に必要な修正を加えなければならない。  

５ 都道府県知事（指定都市にあつては，当該指定都市の長）は，登録簿を常に公衆の閲覧に供するように保

管し，かつ，請求があつたときは，その写しを交付しなければならない。 

６ 登録簿の調製，閲覧その他登録簿に関し必要な事項は，国土交通省令で定める。 

法第３４条の２（開発許可の特例）  

１ （略） 

２ 第３２条の規定は前項の協議を行おうとする国の機関又は都道府県等について，第４１条の規定は都道府

県知事が同項の協議を成立させる場合について，第４７条の規定は同項の協議が成立したときについて準用す

る。 

規則第３５条（開発登録等の記載事項） 

  法第４７条第１項第６号の国土交通省令で定める事項は，次に掲げるものとする。 

 一 法第３３条第１項第８号ただし書に該当するときは，その旨 

 二 法第４５条の規定により開発許可に基づく地位を承継した者の住所及び氏名 

規則第３６条（開発登録簿の調製） 

  開発登録簿（以下「登録簿」という。）は，調書及び図面をもつて組成する。 

２ 図面は，第１６条第４項により定めた土地利用計画図とする。 

規則第３７条（登録簿の閉鎖） 

  都道府県知事（指定都市にあつては，当該指定都市の長）は，法第３８条の規定による開発行為の廃止の

届出があつた場合は，遅滞なく，登録簿を閉鎖しなければならない。 

規則第３８条（登録簿の閲覧） 

  都道府県知事（指定都市にあつては，当該指定都市の長）は，登録簿を公衆の閲覧に供するため，開発登

録簿閲覧所（以下この条において「閲覧所」という。）を設けなければならない。 
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２ 都道府県知事（指定都市にあつては，当該指定都市の長）は，前項の規定により閲覧所を設けたときは，

当該閲覧所の閲覧規則を定めるとともに，当該閲覧所の場所及び閲覧規則を告示しなければならない。 

市規則第１４条（開発登録簿の写しの交付申請） 

  法第４７条第５項の規定により開発登録簿（以下「登録簿」という。）の写しの交付を受けようとする者

は，開発登録簿写し交付申請書を市長に提出しなければならない。 

市規則第１５条（開発登録簿閲覧所） 

 省令第３８条第１項の開発登録簿閲覧所（以下「閲覧所」という。）は，都市整備局建築宅地部開

発調整課内に設置する。  

開 発 登 録 簿 制 度 は ，開 発 行 為（ 法 第 ２ ９ 条 ）を は じ め ，こ れ に 関 連 す る 建 築 行 為 等（ 第

４ １ 条，第４２条），用途の変更（第４２条）の規制の内容等を一般の第三者に対して知らしめること

により，違反行為の防止を図ると同時に，土地等の取引に際し，第三者に不測の損害を被ることのないよ

うに保護することを目的とするものである。  
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